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おわりに

は じ め に

中国は３０年にわたる経済移行の結果，国有経

済のシェアが大きく低下してきた。２００４年末，

鉱工業に占める国有支配企業（注１）のシェアは，

売上高では３５．９パーセント，従業人員数では

２９．８パーセント，総資産では５０．９パーセントま

で低下した［国務院第一次全国経済普査領導小組

弁公室２００６，２―９，１３１―２４９］。また，２００５年，「個

人経営・私営など非公有制経済の発展を激励，

支持ならびに誘導することに関する国務院の若

干の意見」（「国務院関于鼓励支持和引導個体私営

等非公有制経済発展的若干意見」）が国務院によ

って通達され，「重要業種」における私営企業

の参入規制を緩和する方針が示された。これに

より，私的資本の量的増大だけではなく，投資

分野のさらなる拡大も可能になってきた。それ

ゆえ，国有企業・非国有企業間の比較，業種間

の比較に止まらず，所有制・業種をまたがる複

線的な研究が必要になってきた。

所有制・業種別の鉱工業企業データは研究に

とって重要なデータソースであり，現に，中国

経済の研究分析においては，当該データが既に

広く利用されている。国有企業と非国有企業の

比較ならびに国有企業改革に対する評価［Chen

et al. １９８８；謝・羅・鄭 １９９０；１９９５；Jefferson,

Rawski and Zheng１９９２；１９９６；Jefferson et al.

２０００；大塚・劉・村上２０００］に止まらず，地域

データを用いた生産性分析［顔・王２００４；鄭・

中国鉱工業企業公表統計データの吟味

じょ とう

徐 涛

《要 約》

本稿は１９８０年代以降の中国鉱工業統計における所有制分類，業種分類，ならびに集計範囲を整理し

たうえで，多業種の生産性研究をサーベイし，各統計指標ならびにその実質化の問題を分析した。公

表統計資料を用いて，純国有企業と国有支配企業の間，３つの２桁業種基準の間，ならびに郷以上独

立採算制鉱工業企業と全部国有および規模以上非国有鉱工業企業の間のギャップを測定した結果，断

層の規模がかなり大きいことが確認された。また，総生産額，付加価値ならびに労働者数に関する統

計指標の概念が修正され，資本ストックと中間投入の測定や各指標の実質化などの問題が存在する。

そのため，とりわけ業種別分析の場合，データを慎重に加工しなければならない。

──────────────────────────────────────────────
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胡２００５］，複数の特定業種を対象とした研究

［Woo et al.１９９３；鄭・張・張１９９５；Zheng,Liu,

and Bigsten１９９８；孔・Marks・万１９９９；大塚・

劉・村上２０００；鄭・劉・Bigsten２００２］，すべて

の鉱工業業種を視野に入れた分析［李・朱

２００５；�・肖２００５；陳・唐２００６；李・周２００６］

など，幅広い研究で用いられている。しかし，

所有制・業種をまたがる複線的な研究は，未だ

に本格的になされていない。

鉱工業企業生産性分析の場合，測定方法，諸

統計指標の概念，データの加工方法，およびモ

デルの設定などによって生産性の測定結果が大

きく異なる［鄭１９９８；１９９９；２００７；易・樊・李２００３］。

１９９０年代半ばに起きたWing Thye Woo, Gang

Fan, Wen Hai, Yibiao Jin（WFHJ）とGary H. Jef-

ferson, Thomas G. Rawski, Yuxin Zheng（JRZ）

の間の論争がその一例である（注２）。また，近年

の民営化論争ならびに重工業化論争において，

所有制・業種概念の不適切な扱い方がみられる

［今井２００８；丸川２００８］。したがって，所有制

・業種別研究は，所有制・業種の分類方法，企

業財務指標，集計方法，ならびにデータ加工方

法の検討を差し置いて進めることはできない。

張・施・陳（２００３）はこれまでの中国鉱工業

企業の生産性分析に関する研究手法と研究成果

をサーベイした。また，Holz and Lin（２００１a；

２００１b）はさらに鉱工業企業集計範囲，および

鉱工業会計，税制，国民経済統計制度の変化に

ともなう１９９３年における統計概念の変化（the

1993 statistical break），９８年における所有制分類

の変化，いわゆる１９９８年統計断層（the 1998 sta-

tistical break），そして９５年における９０年代前半

の鉱工業総生産額（中国語では「工業総産値」。

以下では「総生産額」と略す）の修正，雇用デー

タの非連続性の検討などを論じ，中国鉱工業統

計制度の非連続性について先駆的な研究を展開

している。

本稿は，所有制・業種別に鉱工業企業に関す

る統計概念を整理し，公表統計資料を用いて，

所有制・業種をまたいで複合的に所有制，業種，

企業財務指標の概念ならびに集計範囲の変化，

さらには統計断層のスケールを実証する。その

うえで，既存の関連研究をサーベイして鉱工業

企業分析における統計上の諸問題を明確にする。

Holz and Lin（２００１a；２００１b）とは異なり，（１）

所有制分類については分析期間を１９８０年代まで

延ばしたこと，（２）１９８０年代からの業種分類の

変化を新たに整理したこと，（３）上記の所有制

・業種の概念の変化に応じてデータを修正しな

かった場合，誤差が生じるが，公表統計資料を

用いて誤差の規模を明示したこと，（４）鉱工業

企業集計範囲については統計表制度の変化を踏

まえて整理し，公表統計資料を用いて集計範囲

変化前後のギャップの大きさを確認したこと，

（５）多業種をまたいで鉱工業企業の生産性分析

をサーベイし，既存研究における産出・投入指

標およびその実質化の諸問題を示した。このよ

うに研究内容が拡大・深化された。

これまでも，中国の公表統計データについて，

主にその信憑性について多くの研究がなされて

きたが［Rawski２００１；任２００２；張２００２；小島

２００３；Holz２００４a］，本稿は中国の鉱工業企業統

計データを吟味し，公表統計データの整合性に

ついても分析を深めた（注３）。

本稿では以下のように議論を展開する。第Ⅰ

節では，国有企業と非国有企業の比較という視

点から，１９９２年所有制基準に合わせた形で３つ

の所有制分類基準の対応関係を整理する。第Ⅱ
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節では，鉱工業企業業種分類の変化をまとめ，３

つの分類基準の間の対応関係を明示する。第Ⅲ

節では，鉱工業企業の集計方法ならびに集計範

囲の変化を分析し，そして第Ⅳ節では，既存の

鉱工業企業生産性分析における総生産額，付加

価値，資本ストック，労働ならびに中間投入の

測定およびそれらの指標の実質化方法を調べ，

鉱工業データ利用の問題点を指摘する。最後に，

本稿の結論をまとめ，今後の研究の展望を示す。

Ⅰ 鉱工業企業の所有制分類

国有企業と非国有企業を比較するためには，

諸企業の概念を確認する必要がある。改革開放

以降，国有企業，集団所有制企業のほかに，香

港・マカオ・台湾（HKMT）投資企業，外国投

資企業，私営企業など様々な所有制形態の企業

が次々と現れた。単独出資企業のほかに，聯営

企業，合弁企業，合作企業，株式合作企業，有

限会社および株式会社といった多様な組織形態

での企業の設立が可能になった。また，１９８０年

代初頭，企業には含まれないが，個人経営（「個

体戸」）が認められた。

このような所有制形態・企業組織形態の変化

に応じて，所有制の区分方法に関する法規定が

次々と発布された。１９８０年，国家統計局・国家

工商行政管理総局は「統計上の経済類型区分に

関する暫定規定」（「関于統計上劃分経済類型的暫

行規定」）を発布し，全人民所有制企業と集団

所有制企業のほか，国内資本の個人経営，外国

資本の外国単独出資企業ならびにHKMT投資

企業，それに国内の３つの資本形態の合弁企業，

国内資本と外国資本の合弁企業，そして「その

他」を含めて合計１０の経済類型を規定した

（「１９８０年所有制基準」と記す）。

また，１９９２年，国家統計局・国家工商行政管

理局は「経済類型区分に関する暫定規定」（「関

于経済類型劃分的暫行規定」）を発布し，１２年ぶ

りに経済類型の区分基準を大幅に修正した

（「１９９２年所有制基準」と記す）。１９９２年所有制基

準は，企業を所有制によって区分したうえで，

それぞれの所有制類型に区分された企業を企業

組織形態にしたがって分類している。１９８０年所

有制基準との間の最も大きな違いは，私営経済

と会社制企業の新設という点にある。これは

１９８０年代後半における私営企業と会社制企業の

台頭に対応したものである。それに，国内資本

については，聯営企業の拡大に対して，従来の

国有企業，集団所有制企業，ならびに個人経営

の３つの所有制類型同士の合弁企業を含んだ聯

営経済のカテゴリーを設けることで明確化した。

国外資本についても，外国資本との合作企業，

ならびにHKMT資本との合弁企業および合作

企業をはじめて列挙した。

そして，国家統計局・国家工商行政管理局は

１９９８年に，「企業登記類型の区分に関する規定」

（「関于劃分企業登記注冊類型的規定」）を公布

し，１９９２年所有制基準を修正した（「１９９８年所有

制基準」と記す）。この修正の大きなポイントは，

企業を組織形態にしたがって分類したことにあ

る。具体的には，（１）国有単独出資有限会社は

「国有企業」から分離されて「有限会社」に分

類され，国有企業間の聯営企業は「国有経済」

から「聯営企業」のカテゴリーに移された，（２）

株式合作制企業は「集団所有制経済」のひとつ

の形態として「集団所有制企業」と並列され，

集団所有制企業間の聯営企業は「集団所有制経

済」から「聯営企業」のカテゴリーに移された，
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（３）個人経営は企業ではないので，企業分類対

象から除外され，個人経営との聯営企業は廃止

された，（４）５名以上の自然人投資，ないし自

然人１名の単独資本支配下の株式会社は「株式

会社」ではなく，「私営企業」の枠に，つまり

「私営株式会社」（新設）に分類された，（５）

私営株式会社同様，外国資本ないしHKMT資

本が２５パーセント以上を占めている株式会社形

態の合弁企業も「株式会社」ではなく，それぞ

れ「外国投資株式会社」（新設）と「HKMT投資

株式会社」（新設）に分類されるようになった。

上で述べた企業の所有制区分の変更を「１９９２

年所有制基準」に照らし合わせて表１にまとめ

た。

国家統計局は上記の「規定」と同時に，「統

計上経済構成の区分に関する規定」（「関于統計

上劃分経済成分的規定」）を発布し，新しい所有

制区分方法を通達した。そこで，払込資本にお

ける国家資本，集団所有制資本，個人資本，外

国資本，およびHKMT資本の５つの資本は，

それぞれ国有経済，集団所有制経済，私営経済，

外国投資経済，およびHKMT投資経済の５つ

の経済構成とみなされている。つまり，「企業

登記類型の区分に関する規定」と比較すれば，

国有経済は国有企業，国有単独出資有限会社，

および国有聯営企業だけではなく，その他の企

業類型のなかの国家資本も含むことになり，そ

の概念は広範なものとなった。

このような所有制区分は総生産額，売上高，

国内総生産など主要なマクロ経済指標に占める

各経済構成のシェアを評価するために用いられ

ている。言い換えれば，企業の財務指標の集計

には適用されていない（注４）。このため，研究上

利用の価値が限定されている。

もっとも，国家資本の支配力を判断するには，

企業に対する投資の多少にかかわらず一律に国
�

家
�

資
�

本
�

を集計するのではなく，国
�

家
�

資
�

本
�

が
�

支
�

配
�

し
�

て
�

い
�

る
�

企
�

業
�

を集計して分析したほうが妥当だ

と考えられる。そのため，国有資本支配企業の

データの整備が期待される。本稿では，国家資

本が１００パーセントの企業と国家資本が実質的

に支配している企業を総称して「国有支配企業」

と呼ぶ。

統計資料の不備は様々な点でみられる。たと

えば，国家資本が支配している聯営企業，外資

系企業，ならびに会社制企業の鉱工業業種別集

計データが公表されていない。また，国有聯営

鉱工業企業のデータも公表されていない。国有

企業の財務データは公表されているが，１９９１年

までは純国有企業（B），９２年から９７年まではよ

り狭い概念での純国有企業（A）（国有聯営企業

が除外された）であった。１９９８年以降，国有企

業の概念がさらに狭くなった（国有単独出資有

限会社が除外された）が，９９年から従来よりも

包括的な国有企業概念，いわゆる国有支配企業

の業種別データが，純国有企業に取って代わっ

て公表されるようになった。このように，公表

されている鉱工業業種別国有企業財務データの

集計対象が変化しており，連続性が維持されて

いない。

上記の純国有企業（A）および純国有企業（B）

の財務指標と国有支配企業の財務指標を比較し

てみると，企業数，総生産額，鉱工業増加額（中

国語では「工業増加値」。以下では「増加額」と略

す），総資産額，売上高，年平均従業人員数（２００１

年）について，１９９９年では，純国有企業が国有

支配企業の７割以上を占めていたが，２００５年末

の同比率は大幅に低下したことがわかる（表２）。
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1980年所有制基準 1992年所有制基準 1998年所有制基準
1　国有経済（1）

11国有企業

12国有聯営企業

2　集団所有制経済

21集団所有制企業二，集団所有制企業・事業単位

一，全人民所有制企業・事業単位（2）

（十，その他）

九，個人経営

三，全人民・集団合弁企業・事業単位

（四，全人民・個人合弁企業・事業単位）

五，集団・個人合弁企業・事業単位

（十，その他）

（十，その他）

六，中外合弁企業・事業単位

（十，その他）

八，外国単独出資企業・事業単位

（十，その他）

（四，全人民・個人合弁企業・事業単位）

（十，その他）

七，華僑・香港・マカオ単独出資企業・事業単位

（十，その他）

（十，その他）

22集団所有制聯営企業

3  私営経済

31私営単独出資企業（4）

32私営合名企業

33私営有限会社

（61株式会社）

4　個人経済

41個人経営

42個人合名経営

5　聯営経済（6）

51国有・集団聯営企業

52国有・個人聯営企業

53集団・個人聯営企業

54国有・集団・個人聯営企業

6　会社制企業

61株式会社

62有限会社

7　外国投資経済

71中外合弁企業

72中外合作企業

73外国単独出資企業

（61株式会社）

8　香港・マカオ・台湾投資経済
81中国本土との合弁企業
82中国本土との合作企業

83香港・マカオ・台湾単独出資企業

（61株式会社）

9　その他経済

110国有企業

151国有単独出資有限会社

141国有聯営企業

－

120集団所有制企業

130株式合作制企業

（159その他の有限会社）（3）

142集団所有制聯営企業

170私営企業

171私営単独出資企業（4）

172私営合名企業

173私営有限会社

174私営株式会社

なし（5） 150有限会社

143国有・集団聯営企業

149その他聯営企業

－

－

－

160株式会社

（159その他の有限会社）（7）

300外国資本投資企業

310中外合弁企業

320中外合作企業

330外国単独出資企業

340外国投資株式会社

200香港・マカオ・台湾投資企業
210合弁企業（香港・マカオ・台湾）
220合作企業（香港・マカオ・台湾）

230香港・マカオ・台湾単独出資企業

240香港・マカオ・台湾投資株式会社

190その他の（国内資本）企業

純国有
企業（A）

純国有
企業（B）

純公
有制
企業

純国
内私
営企
業

国有支
配国内
資本企
業（C－1）

非国有
支配国
内資本
企業

非国有
支配外
資系企
業

国有支
配外資
系企業
（C－2）

残り

140聯営企業

－

－

－

企
業
類
型

表１ 統計上の国有支配企業の概念

（出所）「関于統計上劃分経済類型的暫行規定」（１９８０年国家統計局国家・工商行政管理総局発布），「関于経済類型劃
分的暫行規定」（１９９２年国家統計局・国家工商行政管理局発布），「関于統計上劃分経済成分的規定」（１９９８年
国家統計局発布），「関于劃分企業登記注冊類型的規定」（１９９８年国家統計局・国家工商行政管理局発布）よ
り作成。カッコはそのなかの項目の一部が当該分類に該当することを示す。「―」は該当するカテゴリーが
ないことを示す。

（注）（１）国有企業が含まれる企業類型について，国家資本１００パーセントの企業は太字で表わし，国家資本によって
資本支配される可能性がある企業類型は灰色背景にした。

（２）全人民所有制企業・事業単位付属単位（「全民弁集体」）のなか，生産手段が前者に所有され，製品の分配，
行政組織および決算も前者に従属している場合，全人民所有制企業に計上されている。

（３）集団所有単独出資有限会社だけである。
（４）無限責任会社である。
（５）個人経営が企業形態をとらないため，企業の登記類型には入っていない。しかし，所有制別の統計上，私有
経済に計上されている。

（６）１９９２年所有制基準では，聯営企業に法人の条件を満たす企業のみが含まれている。これに対して，１９８０年所
有制基準では，「聯営」に対等する企業形態として，所有関係が強調された「合営」があり，実質的に「合
弁」と判断される。また，１９９８年所有制基準は，「聯営」企業が法人の条件を満たすことは制約になるかど
うかについて触れていない。

（７）国有単独出資有限会社と集団所有制単独出資有限会社を除いた有限会社である。
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指標 年
国有支配企業
（S）

純国有企業（１）

（A）
純国有企業（１）

（B）
国有企業の比較

（A）／（S） （B）／（S）

全企業におけるシェア（％） （％）

企業数 １９９９
２００１
２００５

３７．８３
２７．３１
１０．１１

３１．８９
２０．９６
６．６７

３２．１８
２１．１９
６．７５

８４．３０
７６．７７
６６．０１

８５．０５
７７．５９
６６．７７

総生産額 １９９９
２００１
２００５

４８．９２
４４．４３
３３．２８

３４．９２
２３．４４
１６．１５

３５．２３
２３．７１
１６．４１

７１．３８
５２．７５
４８．５２

７２．００
５３．３７
４９．３１

増加額 １９９９
２００１
２００５

５６．２６
５１．７２
３７．６５

４２．４５
２７．４３
１９．５７

４２．７２
２７．７４
１９．８９

７５．４５
５３．０３
５１．９９

７５．９４
５３．６３
５２．８３

総資産額 １９９９
２００１
２００５

６８．８０
６４．９２
４８．０５

５２．９３
４１．３４
２７．８２

５３．３３
４１．７１
２８．２０

７６．９４
６３．６７
５７．９０

７７．５２
６４．２６
５８．６８

売上高 １９９９
２００１
２００５

５１．４７
４７．４１
３４．４３

３７．３８
２６．４７
１６．９５

３７．７０
２６．７６
１７．２１

７２．６４
５５．８３
４９．２２

７３．２４
５６．４４
４９．９９

利潤額 １９９９
２００１
２００５

４３．６１
５０．４６
４４．０４

１８．８２
１１．８４
１８．５７

１８．５７
１２．３７
１８．７９

４３．１５
２３．４７
４２．１５

４２．５９
２４．５１
４２．６７

年平均従業人員数（２） ２００１
２００５

４９．１６
２７．１９

３６．２６
１７．３０

３６．４８
１７．４１

７３．７７
６３．６４

７４．２１
６４．０２

企業規模（全国平均に対する倍率・１社あたり） （倍）

総生産額 １９９９
２００１
２００５

１．２９
１．６３
３．２９

１．０９
１．１２
２．４２

１．０９
１．１２
２．４３

０．８５
０．６９
０．７４

０．８５
０．６９
０．７４

総資産額 １９９９
２００１
２００５

１．８２
２．３８
４．７５

１．６６
１．９７
４．１７

１．６６
１．９７
４．１８

０．９１
０．８３
０．８８

０．９１
０．８３
０．８８

売上高 １９９９
２００１
２００５

１．３６
１．７４
３．４１

１．１７
１．２６
２．５４

１．１７
１．２６
２．５５

０．８６
０．７３
０．７５

０．８６
０．７３
０．７５

年平均従業人員数 ２００１
２００５

１．８０
２．６９

１．７３
２．５９

１．７２
２．５８

０．９６
０．９６

０．９６
０．９６

収益力（全国平均に対する倍率） （倍）

総資産利潤率（３） １９９９
２００１
２００５

０．６３
０．７８
０．９２

０．３６
０．２９
０．６７

０．３５
０．３０
０．６７

０．５６
０．３７
０．７３

０．５５
０．３８
０．７３

売上高利潤率（４） １９９９
２００１
２００５

０．８５
１．０６
１．２８

０．５０
０．４５
１．１０

０．４９
０．４６
１．０９

０．５９
０．４２
０．８６

０．５８
０．４３
０．８５

（出所）国家統計局工業交通統計司（２００１，４―６；２００３，５８―６５；２００６，５４―５９）。集計対象は全部国有およ
び規模以上非国有鉱工業企業である。

（注）（１）純国有企業（A），純国有企業（B）は筆者の分類である。分類法は表１を参照されたい。
（２）１９９９年と２０００年では，国有聯営企業と国有単独出資有限会社の年平均従業人員数は公表されて
いない。したがって，純国有企業の年平均従業人員数が算出できない。

（３）総資産利潤率（％）＝利潤額／総資産額×１００。
（４）売上高利潤率（％）＝利潤額／売上高×１００。

表２ 鉱工業企業における純国有企業と国有支配企業の財務データの比較
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したがって，国有支配企業のシェアを評価する

場合，純国有企業の財務指標を用いた計算結果

は大幅な過小評価になるため，純国有企業のそ

れを用いて鉱工業における国家資本支配の現状

を分析することは，妥当ではない。

また，企業規模をみると，雇用についての格

差は小さいが，とりわけ総生産額と売上高につ

いては，純国有企業の値は国有支配企業のそれ

らよりかなり小さい。収益力についても純国有

企業が国有支配企業より大きく劣っていた。し

かし，２００５年では純国有企業の収益力の急速な

上昇にともなって，両者のギャップが縮小した。

このように，国有企業改革や企業制度の構築

によって，鉱工業企業の所有制分類が変化した。

とりわけ，１９９０年代半ば以降，国有企業の会社

制度導入は純国有企業と国有支配企業との財務

データのギャップを拡大させた。１９９９年末，既

に約１５パーセントの国有支配企業は純国有企業

ではなくなったが，これらの企業の規模の大き

さが，総生産額，総資産額，売上高，従業員数

における両者のギャップの要因となっている。

また，会社化が優良企業を優先して促進された

ことも，純国有企業とそうでない国有支配企業

の利益率の格差につながった。このように，国

有企業と非国有企業の比較に純国有企業の財務

データを利用することは適切ではない。

もっとも，１９９７年までは純国有企業，９９年以

降は国有支配企業の業種別財務データだけがそ

れぞれ公表されている。したがって，業種別国

有企業と非国有企業の詳細な比較分析は，公表

統計データの制約上，困難である。勿論，１９９０

年代末を境にして前後の２期間をそれぞれ分析

することは可能である。しかし，次の節の分析

でわかるように，このような問題回避もまた様

々な制約を受ける。

Ⅱ 鉱工業の業種分類

中国鉱工業の業種別分類は，１９８０年代前半ま

では「国民経済部門分類」の一部として規定さ

れていた。「国民経済部門分類」は１９５５年，国

家統計局・労働部によって制定され，計画・統

計に利用され始めた［小島１９８９，１３７］。幾度か

の修正を経て，１９７２年に公布された「鉱工業部

門分類目録」（「工業部門分類目録（１９７２年試行

本）」）は，鉱工業の業種分類の基準として８０年

代前半まで利用された（「１９７２年業種基準」と記

す）。この１９７２年業種基準では，鉱工業を１５の

２桁鉱工業部門，７３の３桁業種，１７６の４桁業

種に分類している［国家統計局工業交通統計司

１９８９，３７３―３７９］。

１９８０年代以降，鉱工業業種区分の基準は３度

にわたり修正された。１９８４年１２月，「国民経済

業種分類およびコード」国家標準（「国民経済行

業分類与代碼」国家標準［GB/T４７５４―８４］）が発

布され，８５年１月１日より正式に施行され

た（注５）。鉱工業は採掘業と製造業に分けられ，

さらに前者は９の２桁業種，２３の３桁業種，４７

の４桁業種に，後者は４０の２桁業種，１９９の３

桁業種，４９２の４桁業種にそれぞれ分けられた

（「１９８４年業種基準」と記す）。なお，水道（注６）は

採掘業に，電力とガスは製造業にそれぞれ分類

されている［国家統計局工業交通統計司１９８９，

３８０―３９８］。１９７２年業種基準に比べて，業種分類

基準が大きく変化して指標の連続性が断ち切ら

れた（注７）。

国家統計局と国家技術監督局が［GB/T４７５４―

８４］の修正作業を終了したのが１９９４年であった
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が，同年８月，国家技術監督局が新しい「国民

経済業種分類およびコード」国家標準［GB/T

４７５４―９４］を発布し，９５年４月１日から施行し

た（「１９９４年業種基準」と記す）。鉱工業は採掘業，

製造業ならびに電力・ガス・水道生産・供給業

に分類され，さらに採掘業は７の２桁業種，１８

の３桁業種，５３の４桁業種，製造業は３０の２桁

業種，１７２の３桁業種，５４４の４桁業種，電力・

ガス・水道生産・供給業は３の２桁業種，７の

３桁業種，１０の４桁業種に分けられた［国家統

計局工交司編２０００，３０３―３３７］。採掘業では原塩

が非金属鉱に移され，製造業では工芸品がその

他製造業に移され，食品製造と飼料が食品加工

ならびに食品製造に再編され，その他にも細か

な変更が行われたが，２桁業種レベルにおいて

は連続性が概ね保たれている（注８）。

１９９９年より国際標準産業分類（ISIC/Rev.3）

を参考にして，「国民経済業種分類およびコー

ド」国家標準に対する２度目の修正が行われた。

その結果，２００２年１０月１日より，「国民経済業

種分類」国家標準（「国民経済行業分類」国家標

準［GB/T４７５４―２００２］）が適用された（「２００２年業

種基準」と記す）。採掘業は６の２桁業種，１５の

３桁業種と３３の４桁業種，製造業は３０の２桁業

種，１６９の３桁業種と４８２の４桁業種，電力・ガ

ス・水道生産・供給業は３の２桁業種，７の３

桁業種と１０の４桁業種になった。その結果，１９９４

年業種基準において採掘業に分類されていた木

材採運，および製造業に分類されていた繊維原

料一次加工が農林牧漁業に移されたほか，製造

業にリサイクルが新設され，水道に市政プロジ

ェクト管理業の一部が入った。また，鉱工業４

桁業種が統廃合されて簡素化された［国家統計

局統計設計管理司２００２］。鉱工業の２桁業種分

類は，表３の通りである。

ところで，３つの業種基準の間における鉱工

業企業集計指標には，実際どれほどの差異があ

るのであろうか。３桁業種・４桁業種の統計デ

ータが公表されている１９８５年鉱工業センサス

（１９８４年業種基準）と２００４年経済センサス（２００２

年業種基準）のデータを，１９９４年業種基準に合

わせることで検証してみよう（表４）。

表４によれば，多くの２桁業種において，３

桁・４桁業種の調整が必要である。各年次の鉱

工業企業業種別統計データを１９９４年業種基準に

統一するには，大半の業種では，概念上，細か

な調整が必要となる。とりわけ文教体育，石油

加工，化学繊維，鉄鋼，金属製品，機械，輸送

機器，計器，ガスなど多くの業種において，誤

差率がかなり大きいことが目立つ。３桁・４桁

業種集計データが毎年定期的に公表されていな

いため，これらの業種の統計指標の時系列を作

成することは困難である。しかし，逆に言えば，

精細な分析を必要としない，たとえば，±５パ

ーセント以内の誤差率を許容範囲とする場合に

は，２０年以上の２桁業種別時系列データを作成

することが，大半の業種において可能である。

Ⅲ 統計表制度と集計範囲

上記のように，企業分類と業種分類の基準は，

修正が繰り返されてきた。これとともに，鉱工

業統計データの利用に対する制約要因となって

きたのが，集計範囲の変化である。

全国レベルの鉱工業企業調査は「鉱工業企業

統計表制度」（「工業企業統計報表制度」）のほか，

鉱工業センサス（「工業普査」，１９８５年と９５年の計

２回）（注９），投入産出表調査（第Ⅳ節参照），基
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1984年業種基準（ＧＢ/Ｔ4754）
08　　　石炭採掘選炭業
09　　　石油・天然ガス採掘業
10　　　鉄鉱採掘業（マンガン，クロムを含む）
11　　　非鉄金属鉱採掘業

14　　　その他鉱採掘業

12　　　建材・その他非金属鉱採掘業
13　　　原塩業

15　　　木材竹材採運業

17/18　  食品製造業

21　　　飼料製造業

19　　　飲料製造業

20　　　煙草加工業

22　　　紡織業

24　　　縫製業
25　　　皮革・毛皮・同製品業
26　　　木材加工，竹籐・棕櫚・草製品業
27　　　家具製造業
28　　　製紙および紙製品業
29　　　印刷業
30　　　文教体育用品製造業
34　　　石油加工業
36/37　  化学品製造業
38　　　医薬製造業
40　　　化学繊維製造業
41/42　  ゴム製品業
43/44　  プラスチック製品業

45/46
建材その他非鉄金属鉱物
製品業 31　　　非金属鉱物製品業 31　　　非金属鉱物製品業 建材

48　　　鉄金属精錬・圧延加工業
49　　　非鉄金属精錬・圧延加工業
51/52　  金属製品業
53
　　　　機械製造業
/54

/55

3712
3663
3625
3577

3210（＊）

375356　　　交通運輸設備製造業

1994年業種基準（ＧＢ/Ｔ4754－94）
06　　　石炭採掘選炭業
07　　　石油・天然ガス採掘業
08　　　鉄鉱採掘業（マンガン，クロムを含む）
09　　　非鉄金属鉱採掘業

11　　　その他鉱採掘業

10　　　非金属鉱採掘業

12　　　木材竹材採運業

13　　　食品加工業

14　　　食品製造業

15　　　飲料製造業

16　　　煙草加工業

17　　　紡織業

18　　　アパレルおよびその他繊維製品製造業
19　　　皮革・毛皮・ダウンおよび同製品業
20　　　木材加工，竹籐・棕櫚・草製品業
21　　　家具製造業
22　　　製紙および紙製品業
23　　　印刷業および記録媒体の複製
24　　　文教体育用品製造業
25　　　石油加工およびコークス製造業
26　　　化学原料及び化学製品製造業
27　　　医薬製造業
28　　　化学繊維製造業
29　　　ゴム製品業
30　　　プラスチック製品業

32　　　鉄金属精錬・圧延加工業
33　　　非鉄金属精錬・圧延加工業
34　　　金属製品業

35　　　一般機械製造業

36　　　専用設備製造業

37　　　交通運輸設備製造業

2002年業種基準（ＧＢ/Ｔ4754－2002）
06　　　石炭採掘選炭業
07　　　石油・天然ガス採掘業
08　　　鉄鉱採掘業（マンガン，クロムを含む）
09　　　非鉄金属鉱採掘業

11　　　その他鉱採掘業

10　　　非金属鉱採掘業

022　　  木材竹材採運業

13　　　食品加工業

14　　　食品製造業

15　　　飲料製造業
16　　　煙草製品業

17　　　紡織業

18　　　アパレル・靴・帽子製造業
0512　    農産品一次加工サービス

19　　　皮革・毛皮・ダウンおよび同製品業
20　　　木材加工，木・竹籐・棕櫚・草製品業
21　　　家具製造業
22　　　製紙および紙製品業
23　　　印刷業および記録媒体の複製
24　　　文教体育用品製造業
25　　　石油加工，コークス製造，および核燃料製造業
26　　　化学原料及び化学製品製造業
27　　　医薬製造業
28　　　化学繊維製造業
29　　　ゴム製品業
30　　　プラスチック製品業

32　　　鉄金属精錬・圧延加工業
33　　　非鉄金属精錬・圧延加工業
34　　　金属製品業

35　　　通用設備製造業

36　　　専用設備製造業

37　　　交通運輸設備製造業

業種略称
石炭
石油採掘
鉄鉱
非鉄金属鉱

その他鉱業

非金属鉱
（原塩）

木材採運

食品加工
（食品）

食品製造
（飼料）

飲料
煙草

紡織

アパレル
皮革
木材加工
家具
製紙
印刷
文教体育
石油加工
化学製品
医薬
化学繊維
ゴム
プラスチック

鉄鋼
非鉄加工
金属製品

（機械）
一般機械

（機械）
専用設備

輸送機器
3752,3755（＊）

4723（＊）　工場・鉱山工事建築
8311（＊）　自動車・バイクメンテナンス

2130

1934

4552,4553

5215

5481 3576,3583（＊）
3524,3560

2770

2530
2429（＊）

2312

1759（＊）
1755

1494
1431,1493

1391,1392

2039（＊）

547,5483,5484547,5483,5484547,5483,5484

表３ 鉱工業２桁業種対照表
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39　　　武器弾薬製造業 武器
58　　　電器機械および器材製造業 40　　　電気機械および器材製造業 39　　　電気機械および器材製造業 電器
60/61　  電子及び通信設備製造業 41　　　電子及び通信設備製造業 40　　　通信設備・コンピューターおよびその他電子設備製造業 電子設備

6130（＊）　コンピューターメンテナンス・修理

63　　　計器・メーター製造業 42 41　　　計器・メーターおよび文化・オフィス用機械製造業計器・メーターおよび文化・オフィス用
機械製造業 計器

8312　　オフィス設備メンテナンス・修理
31　　　工芸美術品製造業 （工芸品）
66　　　その他製造業 43　　　その他製造業 42　　　工芸品およびその他製造業 その他製造業

6290（＊）　再生物質回収卸売 43　　　廃棄資源および廃旧材料回収加工業 リサイクル
33　　　電力・蒸気・熱水生産・供給業 44　　　電力・蒸気・熱水生産・供給業 44　　　電力・蒸気・熱水水産・供給業 電力
35　　　コークス・石炭ガス・石炭製品業 45　　　石炭ガス生産供給業 45　　　石炭ガス生産供給業 ガス

16　　　水道生産供給業 46　　　水道生産供給業 46　　　水道生産供給業4620

4142
4155

3961,3969

水道
7550（＊）　市政プロジェクト管理業

3530353035103510 35303510

（出所）「国民経済業種分類およびコード」国家標準［GB/T４７５４－８４］，「国民経済業種分類およびコード」国家標準［GB/T４７５４－９４］ならびに「国民経済業種
分類」国家標準［GB/T４７５４－２００２］より作成。

（注）（１）１９９４年業種基準に照り合わせる形で１９８４年業種基準と２００２年業種基準を２桁業種で示している。塗りつぶしは非鉱工業業種を示す。
（２）（＊）は標記の業種の一部だけが目的２桁業種に移動されていることを示す。業種略称欄のカッコのなかは１９８４年業種基準のみに対応している略称であ
る。

（３）調整された３桁ないし４桁の１９８４年基準の業種のコードは次のとおりである。２１３０：飼料添加剤製造業；１９３４：アイスクリーム製造業；４５５２：鏡製造
業；４５５３：メガネ製造業；５２１５：傘製造業；５４８１：自転車製造業；５４７：文化・オフィス用機械製造業；５４８３：時計製造業；５４８４：カメラ製造業；
３５１０：コークス；３５３０：石炭製品業。

（４）調整された３桁ないし４桁の２００２年基準の業種のコードは次のとおりである。１３９１：澱粉および澱粉製品製造；１３９２：豆製品製造；１４３１：米・麺類製
品製造；１４９３：塩加工；１４９４：食品および飼料添加剤製造；１７５９：その他紡織製品製造；１７５５：ひも，ロープの製造；２０３９：コルク製品およびその他木
製品製造；２３１２：本・冊子印刷；２４２９：その他体育用品製造；２５３０：核燃料加工；２７７０：衛生材料および医薬用品製造；３２１０：錬鉄；３５２４：金属切断お
よび溶接設備製造；３５６０：電気乾燥炉，るつぼ，電気炉；３５７６：包装専用設備製造；３５８３：機械部品加工および設備修理；３５７７：秤製造；３６２５：型製造；
３６６３：武器弾薬製造；３７１２：工場・鉱山鉄道専用車両製造；３７５３：娯楽船およびスポーツ用船の建造と修理；３７５２：非金属船舶製造；３７５５：船舶修理お
よび船舶解体；３９６１：ガス，太陽エネルギーそのた類似ネエルギー器具製造；３９６９：その他非電力家用器具製造；４１５５：計算器および貨幣専用設備製
造；４１４２：メガネ製造；４６２０：汚水処理およびその再生利用。
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業種略称
企業数 総生産高 固定資産取得価値 従業員数（４） 利潤・税金

１９８５ ２００４ １９８５ ２００４ １９８５ ２００４ １９８５ ２００４ １９８５ ２００４

０６ 石炭
０７ 石油採掘
０８ 鉄鉱
０９ 非鉄金属鉱
１０ 非金属鉱
１１ その他鉱業
１２ 木材採運
１３ 食品加工
１４ 食品製造
１５ 飲料
１６ 煙草
１７ 紡織
１８ アパレル
１９ 皮革
２０ 木材加工
２１ 家具
２２ 製紙
２３ 印刷
２４ 文教体育
２５ 石油加工
２６ 化学製品
２７ 医薬
２８ 化学繊維
２９ ゴム
３０ プラスチック
３１ 建材
３２ 鉄鋼
３３ 非鉄加工
３４ 金属製品
３５ 一般機械
３６ 専用設備
３７ 輸送機器
３９ 武器
４０ 電器
４１ 電子設備
４２ 計器
４３ その他製造業
４４ 電力
４５ ガス
４６ 水道

�
�
�

－２．１

７．７

－５０．５
－０．５

１．５

０．８
�
�
�
３．５

－６．７

－１５．８
－１５．２

２３６０．９

n.a.（２）

２．５
２．１

＜２．８（３）

（－３．９，０）

（０，８．４）

９．２
（－１１．８，－８．４）

０．２
（－４．３，－２．４）

９．１
（－１７．７，－１０．９）

（０，１７．６）
（－０．１，０）

（－９．０，－２．３）
（４．０，９．４）
（－２．５，６．９）
（０．６，２．５）

n.a.

－０．７
－１．１
７．９

（－１０．２，－６．７）

４．９

�
�
�

－０．３

２．０

－６．０
－０．１

１．２

１．６
�
�
�
１１．３

－１３．６

－３３．７
－１１．４

４９７．１

n.a.

４．９
－６．６

＜１．８
（－３．５，０）

（０，６．５）

６．９
（－６．３，－１．６）

０．３
（－２．２，－１．４）

４．４
（－４．９，－２．０）

（０，８．８）
（－０．５，０）

（－２２．９，－２．９）
（３．０，５．５）
（３．０，７．３）
（０．２，１．２）

n.a.

０．２
－０．５
８．２

（－１３．０，－６．１）

５．１

�
�
�

－０．７

２．５

－８．１
０．０

０．７

０．８
�
�
�
５．９

－６．４

－３１．５
－１５．６

９２．８

n.a.

５．９
－３．９

＜１．６
（－５．７，０）

（０，３．８）

４．７
（－１０．５，－６．８）

１．０
（－１．７，－０．９）

３．５
（－２．２，－１．０）

（０，６．３）
（－１．４，０）

（－２６．４，－２．４）
（２．２，４．９）
（１４．３，１９．４）
（０．２，２．６）

n.a.

０．５
－０．４
９．５

（－２３．４，－８．１）

７．９

�
�
�

－０．９

３．４

－２１．２
－０．１

１．１

１．２
�
�
�
６．７

－９．３

－２６．５
－１０．２

２４８．４

n.a.

３．９
－２．４

＜１．７
（－２．２，０）

（０，９．６）

８．６
（－４．７，－１．５）

１．４
（－３．６，－１．４）

６．８
（－１３．４，－５．７）

（０，１４．９）
（－０．７，０）

（－１６．３，－２．６）
（２．７，６．８）
（－１．５，４．５）
（０．５，２．３）

n.a.

０．４
－１．０
１５．４

（－１１．４，－７．４）

２．５

�
�
�

－０．５

１．３

－３．３
－０．１

１．２

１．０
�
�
�
１９．３

－１５．５

－４７．７
－７．３

６９９．０

n.a.

８．６
－６．１

＜１．８
（－２．７，０）

（０，５．９）

５．４
（－１０．８，－６．２）

０．５
（－１．７，－１．０）

４．２
（－６．０，－２．７）

（０，８．０）
（－０．８，０）

（－２８．１，－２．７）
（３．３，５．６）
（１．８，５．８）
（０．１，１．０）

n.a.

－０．３
－０．７
８．２

（－１６．７，－８．７）

１３．５

（出所）国務院全国工業普査領導小組弁公室（１９８８，１０―７３），国務院第一次全国経済普査領導小組弁公室（２００６，１０
―１２９）より作成。１９８５年と２００４年の対象企業はそれぞれ郷以上独立採算制鉱工業企業と全部国有および規模
以上非国有鉱工業企業である。塗りつぶしは，業種の調整には非鉱工業業種が関わり，これらのデータが公
表されていないため，業種の調整が不完全であることを示す。業種略称は表３にしたがう。

（注）（１）各指標の誤差率（％）＝（３桁・４桁業種調整前の指標／３桁・４桁業種調整済の指標－１）×１００。業種の調
整は表３に基づく。

（２）空欄は２桁業種レベルの調整で完全に１９９４年業種基準に変更できる業種を示す。「n.a.」はその業種のデー
タが得られないことを示す。

（３）２００４年，３桁ならびに４桁業種調整では１９９４年業種基準の業種に完全に変換できない業種があり，「（）」
と「＜」で誤差率の範囲を示した。

（４）１９８５年は年末「職工」数，２００４年は年平均従業人員数である。

表４ １９９４年業種基準に調整しなかった場合の各業種の誤差率（１）

（％）
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本単位センサス（「基本単位普査」，９６年と２００１年

の計２回），経済センサス（「経済普査」，０４年の

１回）（注１０），および企業調査隊調査などにおい

ても実施されている（注１１）。なお，予定されてい

た２００５年の鉱工業センサス，０６年の基本単位セ

ンサス，ならびに０３年の第三次産業センサスは，

経済センサスと合同して実施された。

「鉱工業企業統計表制度」は鉱工業企業の生

産・経営の状況を統計表の形で定期的に調査す

る制度である。この制度は「統計年報」と「定

期統計表」（「定期統計報表」）から構成されてい

る。１９９９年以降，国有企業における月次経済指

標報告制度（「報送制度」）の実施，非国有企業

における順次実施の推進，および指定される鉱

工業企業５０００社に対するネット経由経営情報直

接報告制度（「聯網直接報送制度」）の実施を内

容とする鉱工業統計制度改革が施行されてきた

（国家統計局・国家経貿委発布「関于做好工業統

計制度改革的意見」，１９９８年１２月３日国務院通

達）（注１２）。２００３年現在，「統計年報」は基本状況，

生産成果，経営状況，エネルギー，中間投入，

キャッシュ・フロー，および規模以下私営・個

人経営鉱工業の７つの表，「定期統計表」は生

産成果，経営状況，および市場状況の３つの表

によって構成されている［董２００３］。

また，従来，調査対象企業が「基層表」（「基

層報表」，調査個表に相当）に記入する形で調査

が実施されたが，統計機構に送付されたのは「基

層表」をもとに集計した「総合表」（「総合報表」，

中間集計票に相当）であった（注１３）。上記の鉱工

業統計制度改革によって，１９９９年から，ようや

くすべての国有鉱工業企業，ならびに売上高が

５００万元以上の非国有鉱工業企業は，地方の統

計機関の審査を受けた後，国家統計局へ「総合

表」とともに「基層表」を送付することを義務

付けた（「超級匯総」）。これによって，統計デー

タの信憑性向上が図られている。ちなみに，「売

上高が５００万元以上の非国有鉱工業企業」は「規

模以上非国有鉱工業企業」と呼ばれている。

調査対象企業にも変化が生じている。生産成

果表と経営状況表の双方において，従来は「郷

以上の鉱工業企業」が調査対象であった。これ

に対して，「定期統計表」では「中央所属全部

・省市所属国有・売上高が５００万元以上の非国

有鉱工業企業」に，「統計年報」では「売上高

が５００万元未満の非国有鉱工業企業を除く」に，

調査対象が変更された。他方，「売上高が５００万

元未満の非国有鉱工業企業」はサンプル調査に

よって集計されるようになった［董２００３；工業

交通統計司２００２］。

統計制度の変化にともない，統計年鑑などの

統計資料において公表された鉱工業企業集計デ

ータも変化している。公表されている鉱工業企

業のデータセットは，全部鉱工業企業と，郷以

上独立採算制鉱工業企業ないし全部国有および

規模以上非国有鉱工業企業（注１４）の２種類ある。

まず，全部鉱工業企業については，従来農業

の副業に分類されていた村営企業（元生産大隊，

生産隊経営企業）が，１９８４年業種基準では鉱工

業に分類され，集計範囲が変わった［李１９８５；

国務院１９８４］。業種別に１９８６年の村営企業の企

業数，ならびに総生産額のシェアをみてみると

（表５），各業種において村営企業の企業数が

多いことが読み取れる。総生産額のシェアに目

を転じると，村営企業のそれらは全体的に大き

くないが，業種別にみると，非金属鉱が４割に

達し，建材も２割を超えている。そのほか，プ

ラスチック，金属製品，工芸品，木材加工，家
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業種略称

企業数 総生産額

郷以上鉱工業
企業（社）（１）

（A）

村営企業
（社）
（B）

B／（A＋B）
（％）

郷以上鉱工業
企業（億元）（１）

（A）

村営企業
（億元）
（B）

B／（A＋B）
（％）

０８
０９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７／１８
１９
２０
２１
２２
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０
３１
３３
３４
３５
３６／３７
３８
４０
４１／４２
４３／４４
４５／４６
４８
４９
５１／５２
５３／５４／５５
５６
５８
６０／６１
６３
６６

石炭
石油採掘
鉄鉱
非鉄金属鉱
非金属鉱
原塩
その他鉱業
木材採運
水道
食品
飲料
煙草
飼料
紡織
アパレル
皮革
木材加工
家具
製紙
印刷
文教体育
工芸品
電力
石油加工
ガス
化学製品
医薬
化学繊維
ゴム
プラスチック
建材
鉄鋼
非鉄加工
金属製品
機械
輸送機器
電器
電子設備
計器
その他製造業

１０，９６２
３２

１，５１７
２，３００
１１，８６８
６８１
５７

２，４５７
２，８０９
６５，５５６
１８，９７６
４０７

４，６４５
２３，３０６
２３，５５１
８，５０５
１４，８３２
１３，７４４
１０，００８
１２，９４９
３，８０７
９，８４０
１３，９４６
５７７

２，８５７
１６，５５８
２，９６６
４０８

３，７８９
１４，４８７
６３，５４３
３，０２０
１，７８４
３３，６２５
４８，０９４
１１，７８６
１４，１４７
４，３３０
３，６３９
１６，９１９

１２，５３２
（３）（２）

２，２２４
１，６２４
２７，３６２
１，００５
n.a.

（３，０２３）
（３８８）

１８７，７７５
１１，４４７
６１

４，３６２
１４，９２６
１４，３９５
５，７１０
１６，９５５
９，６８１
８，１７６
４，５７５
１，８９３
１３，３２６
（８，２１９）
（４７５）
１，２４５
９，２６６
（４４８）
（２８３）
２，７６７
１４，５３４
１２６，４１６
２，６０９
１，６３０
２５，７５０
３４，７６４
３，４７４
５，６３６
１，４２５
９５０
n.a.

５３．３
（８．５７）
５９．４
４１．４
６９．７
５９．６
n.a.

（５５．１６）
（１２．１４）
７４．１
３７．６
１３．０
４８．４
３９．０
３７．９
４０．２
５３．３
４１．３
４５．０
２６．１
３３．２
５７．５

（３７．０８）
（４５．１５）
３０．４
３５．９

（１３．１２）
（４０．９６）
４２．２
５０．１
６６．５
４６．３
４７．７
４３．４
４２．０
２２．８
２８．５
２４．８
２０．７
n.a.

２３７．４４
２３０．８１
１９．９５
４５．６３
４４．０４
２３．３４
０．１４
７２．７９
２２．２７
８０６．００
１７９．８６
２２５．８８
４６．５６

１，１９８．５４
１９４．３７
１０２．０３
７４．０２
５４．５９
１８０．９０
１０４．２７
４７．５５
８３．３３
３１３．２３
２９８．５８
３２．９３
６４６．４４
１５７．２５
１０１．５６
１４９．５８
１６７．６９
５４５．３３
６５８．９３
２３７．０３
２８６．６５

１，０３５．７７
３６０．８５
４１２．４０
２５３．３４
７３．２２
１２４．００

２４．６８
（０．００）
２．４６
２．１７
２９．８３
０．９９
n.a.

（２．６６）
（０．１０）
６０．６６
１１．６８
０．０８
４．８６
８３．０５
２７．５９
１５．５１
１３．０３
９．６０
２２．６１
９．７９
５．２７
１５．８５
（１．２７）
（２．２１）
１．３４
２６．７７
（２．３２）
（１．９７）
６．４３
３３．８５
１５６．７３
１２．９８
８．３１
５７．８０
８７．７３
８．４７
２３．６２
７．０３
２．９２
n.a.

９．４２
（０．００）
１０．９８
４．５４
４０．３８
４．０７
n.a.

（３．５３）
（０．４５）
７．００
６．１０
０．０４
９．４５
６．４８
１２．４３
１３．２０
１４．９７
１４．９６
１１．１１
８．５８
９．９８
１５．９８
（０．４０）
（０．７３）
３．９１
３．９８
（１．４５）
（１．９０）
４．１２
１６．８０
２２．３２
１．９３
３．３９
１６．７８
７．８１
２．２９
５．４２
２．７０
３．８４
n.a.

全業種 ４９９，２８４ ６２９，０６４ ５５．８ ９，８４９．１０ ８３８．４９ ７．８５

（出所）郷以上鉱工業企業（非独立採算制企業を含むが，村レベル以下の企業を除く）は国家統計局工業交通物資
統計司（１９８７，６―９）より，村営企業は国家統計局工業交通統計司（１９８９，３２９）より作成。「n.a.」はデー
タがえられないことを示す。業種略称は表３にしたがう。

（注）（１）国家統計局工業交通物資統計司（１９８７，６―９）では「全国工業企業単位数」ならびに「全国工業総産値」
と記されているが，村レベル以下の企業は集計範囲から除外されている。つまり非独立採算制企業は含
まれているが，村レベル以下の企業は含まれていないと判断した。その根拠は，国務院全国工業普査領
導小組弁公室・国家統計局工業交通物資統計司（１９８７：１１７），国家統計局工業交通物資統計司（１９８５：
２０），国家統計局工業交通統計司（１９８９：５４）によるデータ照合である。

（２）統計資料では１９８６年の村営企業データが空欄になっている業種があるため，１９８７年のデータを代用し，
カッコで示した。

表５ 村営企業のシェア（１９８６年）
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具では，１５パーセント前後になっている。これ

らの業種において，鉱工業の総生産額統計に対

して，村営企業が集計範囲に含まれたことの影

響が大きい。

従来，鉱工業以外の統計制度をもとに調査さ

れ，鉱工業集計に組み入れられた非鉱工業法人

の付属鉱工業単位は，１９９８年の鉱工業統計制度

改革によって統計調査対象から除外された［董

２００３］（注１５）。１９９５年鉱工業センサス公表資料か

ら，この集計範囲の断層を確認することができ

る（表６）。１９９５年において，付属鉱工業単位

は主に国有企業と集団所有制企業に属していた

が，生産・雇用における役割は小さかった。な

お，業種別については，資料が公表されていな

いため，判断できない。

ところで，２００４年センサスを除いて，全部鉱

工業企業の経済指標は企業数，総生産額，鉱工

業付加価値（「付加価値」と略す），および従業

人員数のみ公表されている。そのため，全部鉱

工業企業よりも，集計財務データが公表されて

いる郷以上独立採算制鉱工業企業ないし全部国

有および規模以上非国有鉱工業企業のほうが，

鉱工業分析に多く利用されている。

独立採算制鉱工業企業とは，（１）行政的に独

立した組織形態を有し，（２）経済的に独立に採

算し，自ら損益に対して責任を負い，単独の資

金平衡表ないし貸借対照表を作成し，かつ，（３）

ほかの企業と契約する権利を有し，独立した銀

所属カテゴリー
付属生産単位 総生産高（新規定・現在価格） 年末従業人員

単位数
（社）

比率（２）

（％）
シェア（３）

（％）
金額
（億元）

比率
（％）

シェア
（％）

人数
（万人）

比率
（％）

シェア
（％）

全部 ８１，６９５ １．１ １００．０ １，７７７．０ ２．２ １００．０ ３６８．３ ２．５ １００．０

国有企業
中央企業
地方企業
県所属企業

集団所有制
県所属企業
郷営
村営（１）

私営
聯営
会社制
外国・HKMT投資
その他

３０，０９５
２，５３７
２７，５５８
１７，５６３
４９，７１８
１６，１１７
１５，６４２

２
２３１
４１０
３１４
５６８
３５９

２５．５
３４．９
２４．９
２５．９
３．４
２１．５
６．８
０．０
０．１
６．９
５．３
１．１
３８．１

３６．８
３．１
３３．７
２１．５
６０．９
１９．７
１９．１
０．０
０．３
０．５
０．４
０．７
０．４

９５０．６
１３０．５
８２０．１
４５４．１
７１０．１
２７７．２
２１６．９
０．０
４．３
１３．９
２３．３
６１．３
１３．５

３．５
１．４
４．６
８．１
２．４
９．２
２．２
０．０
０．２
２．１
０．８
０．６
１４．６

５３．５
７．３
４６．２
２５．６
４０．０
１５．６
１２．２
０．０
０．２
０．８
１．３
３．４
０．８

１８７．６
２７．１
１６０．５
６９．５
１７０．１
５７．８
４５．０
０．０
０．７
２．０
１．８
４．７
１．４

４．０
２．４
４．５
５．８
２．９
８．４
２．９
０．０
０．１
２．３
０．７
０．６
１８．１

５０．９
７．４
４３．６
１８．９
４６．２
１５．７
１２．２
０．０
０．２
０．５
０．５
１．３
０．４

軽工業
重工業

４６，４８１
３５，２１４

０．９
１．６

５６．９
４３．１

１，１０２．０
６７５．０

２．８
１．６

６２．０
３８．０

１７５．０
１９３．３

２．６
２．５

４７．５
５２．５

農村部 １５，９４３ ０．２ １９．５ ２３３．５ ０．６ １３．１ ４６．９ ０．６ １２．７

（出所）第三次全国工業普査弁公室（１９９７，１―２）より作成。
（注）（１）２社の村営集団所有制付属単位について，従業人員が万人単位でゼロと算出した。総生産高も億元単位で

は小数点以下１桁で表示できない。
（２）比率（％）＝（付属生産単位の指標／企業・付属生産単位の指標－１）×１００。
（３）シェア（％）＝（各カテゴリーの付属生産単位の指標／全部付属生産単位の指標－１）×１００。

表６ 付属鉱工業生産単位の状況（１９９５年）
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行口座を開設した鉱工業企業を指す（注１６）［国家

統計局１９８８：４１７］。

一般に，統計表が作成可能な鉱工業企業は，

独立採算制企業に限定されており，作成される

統計表は「所在地原則」にしたがって所在地の

統計局に送付される。ところが，企業グループ

（「企業集団」）の場合，親会社と子会社の間に

重複計算の問題が生じる可能性がある［呂

２０００］。また，複数の省・自治区・直轄市をま

たがって活動している企業グループにおいても，

各地方の間に同様の問題が生じる可能性がある。

国家統計局謝伏瞻局長によれば，各地方の間の

重複計算問題が存在しているが，全国レベルで

データの重複を調整作業によって解決できると

いう［薛２００７］。

１９８５年の独立採算制鉱工業企業が郷以上鉱工

業企業に占めるシェアを業種別に計算した（表

７）。その他鉱業（４３パーセント）とその他製造

業（３３パーセント）を除いたほとんどの業種に

おいて，独立採算制鉱工業企業が総生産額の９

割以上を占めている。また，企業数ベースでは，

その他鉱業（２６パーセント），その他製造業（３４

パーセント），木材採運（４８パーセント），ガス（６３

パーセント），食品（６４パーセント），および木材

加工（６５パーセント）を除いたすべての業種に

おいて，７割以上を占めている。１９８０年代半ば

において，すでに独立採算制企業が郷以上鉱工

業企業の大半を占めていたが，９５年になると，

企業数ベースではそのシェアがさらに拡大した。

したがって，独立採算制鉱工業企業の統計デー

タを用いて鉱工業企業全体の状況を示すことが

可能である。

しかし，既述のように，１９９７年までは郷以上

独立採算制鉱工業企業の集計データが公表され

ていたが，１９９８年鉱工業統計制度改革によって，

９８年からは全部国有および規模以上非国有鉱工

業企業に集計範囲が変わった。１９９９年鉱工業統

計制度改革の結果，調査対象企業が４６万８５０６社

から１６万５０８０社へ大幅に減少した。１９９７年と９８

年の調査企業のシェアを比較すると，国有支配

企業がすべてカバーされるようになった一方，

集団所有制企業をはじめとする非国有企業は，

大量に調査から外されるようになった。総生産

額のシェアをみると，鉱工業調査企業全体では

ほとんど変わっていないが，集団所有制企業は

４５．６パーセントから２８．８パーセントまで大きく

低下した（表８）。このように，国有企業と非

国有企業の比較分析では，この集計範囲の断層

は無視できないほど大きい。

Ⅳ 統計指標の加工利用

業種別の鉱工業生産性分析はこれまで多数み

られた。それらの研究では，さまざまな産出・

投入指標およびデータ加工方法が用いられた

（表９）。産出（output，総生産額や付加価値）と

投入（input，固定資本，労働ならびに中間投入）

は鉱工業企業の経済分析に欠かせない。確かに，

これらの業種別鉱工業分析に関する研究は，統

計指標の処理方法について貴重な手本を提示し

た。しかし，データの制約上，高度な分析手法

が応用されると同時に，データ加工の問題が比

較的に軽視されているように思われる。

ここではまず，前述の鉱工業企業統計制度の

変化を踏まえて，総生産額，付加価値，資本，

労働，中間投入など諸統計指標の概念を整理す

る。ならびに，価格指数など実質化のためのデ

フレーターも併せて議論したい。そのうえで，
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１９８５年 １９９５年

業種略称 企業数 総生産額 業種略称 企業数 総生産額

０８
０９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７／１８
１９
２０
２１
２２
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０
３１
３３
３４
３５
３６／３７
３８
４０
４１／４２
４３／４４
４５／４６
４８
４９
５１／５２
５３／５４／５５
５６
５８
６０／６１
６３
６６

石炭
石油採掘
鉄鉱
非鉄金属鉱
非金属鉱
原塩
その他鉱業
木材採運
水道
食品
飲料
煙草
飼料
紡織
アパレル
皮革
木材加工
家具
製紙
印刷
文教体育
工芸品
電力
石油加工
ガス
化学製品
医薬
化学繊維
ゴム
プラスチック
建材
鉄鋼
非鉄加工
金属製品
機械
輸送機器
電器
電子設備
計器
その他製造業

８３．９
８５．２
７４．４
７２．２
７８．１
９２．１
２５．８
４８．２
９２．０
６４．１
７４．３
７８．４
７２．２
８７．１
７７．３
８５．１
６５．０
８１．６
８９．８
７６．２
８３．２
８４．３
７９．０
８３．２
６２．９
８５．８
８３．２
８６．３
８８．０
７９．９
８２．８
８８．７
８９．１
８１．５
８１．３
８２．９
８５．４
８７．８
８５．４
３３．５

１００．７
１００．０
９６．０
９４．１
８８．３
９７．６
４２．５
８９．８
９９．６
９０．３
９６．３
９４．０
８４．３
９７．５
９３．４
９８．５
８３．０
９４．７
９９．７
８８．９
９２．０
１０２．３
１００．１
９９．９
８６．０
９８．３
９９．０
９２．３
９９．３
９６．５
９３．７
１０１．１
１００．８
９６．６
９８．１
９８．３
１００．０
９７．２
９６．７
３２．５

０６
０７
０８
０９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０
３１
３２
３３
３４
３５
３６
３７
３９
４０
４１
４２
４３
４４
４５
４６

石炭
石油採掘
鉄鉱
非鉄金属鉱
非金属鉱
その他鉱業
木材採運
食品加工
食品製造
飲料
煙草
紡織
アパレル
皮革
木材加工
家具
製紙
印刷
文教体育
石油加工
化学製品
医薬
化学繊維
ゴム
プラスチック
建材
鉄鋼
非鉄加工
金属製品
一般機械
専用設備
輸送機器
武器
電器
電子設備
計器
その他製造業
電力
ガス
水道

８９．８
８２．２
９０．４
８６．７
８８．７
n.a.
４４．９
６９．１
７７．３
８２．４
７３．８
９０．９
８９．２
９２．３
８２．２
８３．７
９１．９
８１．８
８３．２
９０．１
９１．２
８９．７
９４．３
９１．８
９０．５
８７．３
９３．１
９１．８
８８．５
９２．８
９１．１
７９．９
n.a.
９１．９
９３．４
９３．３
n.a.
８２．４
８７．９
９０．１

９８．３
９９．０
９６．９
９７．０
９４．２
n.a.
８２．９
８５．３
９３．８
９７．８
９８．９
９５．７
９７．１
９８．１
９１．２
９３．１
９７．５
８９．９
９７．２
９９．５
９８．５
９８．８
９９．４
９９．１
９７．３
９５．２
９９．４
９８．９
９５．６
９８．０
９７．７
９７．５
n.a.
９８．７
９９．０
９８．７
n.a.
９９．０
９５．２
９９．０

全業種 ７７．４ ９６．３ 全業種 ８６．２ ９６．８

表７ 郷以上鉱工業企業（１）における独立採算制企業のシェア
（％）

（出所）１９８５年：国家統計局工業交通物資統計司（１９８７，６―９），国務院全国工業普査領導小組弁公室（１９８８，１０―２５）
より作成。１９９５年：第三次全国工業普査弁公室（１９９７，３０―１９７）より作成。総生産額は何れも旧規定・現在
価格ベースである。「n.a.」はデータが公表されていないことを示す。業種略称は表３にしたがう。

（注）（１）国家統計局工業交通物資統計司（１９８７，６―９）では「全国工業企業単位数」ならびに「全国工業総産値」
と記されているが，村レベル以下の企業は集計範囲から除外されている。つまり非独立採算制企業は含ま
れているが，村レベル以下の企業は含まれていないていると判断した。その根拠は，国務院全国工業普査
領導小組弁公室・国家統計局工業交通物資統計司（１９８７：１１７），国家統計局工業交通物資統計司（１９８５：
２０），国家統計局工業交通統計司（１９８９：５４）によるデータ照合である。なお，１９８５年の郷以上鉱工業企
業データは速報値である。そのため，一部の業種において独立採算制企業のシェアが１００パーセントを超
えていると考えられる。
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表９が示している統計指標加工方法における問

題点を検討する。

１．総生産額と付加価値

業種レベルで鉱工業企業の生産性を評価する

際には，産出指標として総生産額ないし付加価

値が利用されるのが一般的である。中国におい

ては，総生産額と付加価値はともに概念が過去

に修正された。総生産額（Qと記す）の概念は，

１９９５年鉱工業センサスの際に，下記のように修

正された。（１）従来，自己調達の原材料で生産

した生産物は，総生産額に全額算入されるのが

一般的であった。しかし，この生産物が企業内

部において使用されるのであれば，総生産額に

完成品として算入しないのが原則であった。こ

れに対して，新規定では，企業が自己調達した

原材料を用いて生産した完成品は，総生産額に

全額算入しなくてはならなくなった。（２）従来，

「來料加工」（委託加工）の場合，加工完成品

を鉱工業総生産額に全額算入することが可能で

あったが，新規定では算入できるのは加工賃だ

けになった。（３）半製品（「半成品」），仕掛品（「在

製品」）の場合，従来，生産周期が６カ月以上

にわたったケースでは，期末と期首の差額が総

生産額に算入されていた。それに対して新規定

では，会計期間内において原価計算で半製品，

仕掛品の原価差額が計算された場合，総生産額

に算入しなくてはならなくなった。（４）新規定

では従来の増値税込の計算方式を改め，増値税

を含まない価格で計算するようになった［小島

１９８９，１９０―１９１；国家統計局工業交通統計司

１９９８，３２９―３３０；国家統計局工業交通統計司

２００１，３２３―３２４］（注１７）。

１９９５年鉱工業センサス公表資料を用いて，総

生産額計算の新旧規定を比較したのが表１０であ

る。それによれば，現在価格ベースでは両者の

違いはかなり大きいことがわかる。しかし，

企業分類

全鉱工業
企業・単位

郷以上独立採算制
鉱工業企業
（１９９７年）

全部国有および規模以上
非国有鉱工業企業
（１９９８年）

１９９７年 １９９８年 数・額
シェア
（％）

数・額
シェア
（％）

企業・単位数（万社）
全部
国有支配企業
集団所有制企業
個人経営
外国・HKMT投資企業

７９２．２９
１１．００
１７７．２３
５９７．４７
４．３８

７９７．４６
６．４７

１７９．７８
６０３．３８
６．２５

４６．８５
８．４４
３１．９４
─（１）

４．２９

５．９
７６．７
１８．０
─

９７．９

１６．５１
６．４７
４．７７
─

２．６４

２．１
１００．０
２．７
─

４２．２

総生産額（億元）
全部
国有支配企業
集団所有制企業
個人経営
外国・HKMT投資企業

１１３，７３３
３５，９６８
４３，３４７
２０，３７６
１４，３９９

１１９，０４８
３３，６２１
４５，７３０
２０，３７２
１７，７５０

６８，３５３
３４，１７８
１９，７７２

─
１４，２４３

６０．１
９５．０
４５．６
─

９８．９

６７，７３７
３３，６２１
１３，１８０

─
１６，７５８

５６．９
１００．０
２８．８
─

９４．４

（出所）国家統計局（１９９８，４４４；１９９９，４２１，４３２）より作成。
（注）（１）個人経営は企業ではないので，「─」を記入した。

表８ 郷以上独立採算制鉱工業企業と全部国有および規模以上非国有鉱工業企業のシェア
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研究
論文

分析目的・対象
実質化基準年
・産出（output）

投入
（input）

業種別集計データに対する分析

李・朱（２００５）
朱・李（２００５）

３４業種のTFP測定。
１９８６～１９９７年：郷以上独立
採算制企業；

１９９８～２００２年：全部国有お
よび規模以上非国有鉱
工業企業；

３４業種パネルデータ。

【実質化基準年】
１９８０年
【指標】
総生産額
【実質化指数】
鉱工業部門別鉱工業製品出荷価
格指数

i：業種；t＝０：１９８０年；t＝１，２，…：１９８５年，１９８６年，…。
【資本】Rki�t＝ki�0＋�t�1t �ki�t�pi�tk
ki�t：年末固定資産純額；
pi�tk：固定資産投資価格指数；pi�t＝wtb ptb＋wi�te pte ;
wt
bとwi�te：建築設置費用（その他費用は建築設置
費用として計上）と設備費用が総費用に占める
比率；１９９０～１９９５年：wt

bとwi�teのデータが公表
されていないため，平均値をとる。

pt
b：建築業総生産額の価格指数；
pt
e：設備価格指数。各鉱工業部門鉱工業製品の出
荷価格指数で代用。

【労働】「職工」年平均人数。
【中間投入】RMi�t＝（Qi�t－NVi�t－Di�t）／pi�tM
Qi�t：総生産額；NVi�t：純生産額；
Di�t：減価償却；
朱・李（２００５）：２００１年と２００２年の減価償却率の平
均を各年次に適用。

李・朱（２００５）：隣接２年次の累積減価償却（固定
資産原価と固定資産純額の差額）の差額を減価
償却とする。

pi�tM＝�r�1n wi�tr ptr
wi�tr ：業種iの１単位製品の生産に投下される業種r
が生産した中間財の価額（１９９６年までは１９９２
年，１９９７年以降は１９９７年の投入産出表を利用）；

pt
r：r業種の鉱工業製品出荷価格指数。

李・周（２００６）３５業種の技術変化，純技術
効率変化，規模の経済の
変化の測定およびエネル
ギー利用効率に与える影
響。

１９９３～２００３年（分析範囲に
ついての詳しい説明な
し）；

３５業種パネルデータ。

【実質化基準年】
１９９０年
【指標】
総生産額
【実質化指数】
鉱工業部門別鉱工業製品出荷価
格指数

i：業種；t＝０，１，…：１９９３年，１９９４年，…。
【資本】Rki�t＝ki�t／pi�tk
ki�t：固定資産平均残高，流動資産平均残高（純額
ベースか取得価値ベースかは説明なし）；

pi�tk：鉱工業部門別鉱工業製品出荷価格指数。
【労働】「職工」年平均人数（詳しい説明なし）。
【中間投入】
エネルギー投入（石炭換算の一次エネルギー消費量）
のみ採用。

陳・李（２００６）
陳・唐（２００６）
陳・李（２００７）

３９業種の資本深化，TFP，
技術変化，技術効率変化
の測定および資本深化と
技術進歩ならびに技術変
化の統計的関係，移行に
おける特徴。

１９８５～１９９７年：郷以上独立
採算制企業；

１９９８～２００３年：全部国有お
よび規模以上非国有鉱工
業企業；

３９業種パネルデータ（一部
の分析は３５業種である）。

【実質化基準年】
１９９０年
【指標】
１９８５～１９９１年：純生産額
１９９２～２００３年：増加額
【実質化指数】
鉱工業部門別鉱工業製品出荷価
格指数

i：業種；t＝０：１９８０年；t＝１，２，…：１９８５年，１９８６年，…。
【資本】Rki�t＝Rki�0＋�t�1t �ki�t�pi�tk
ki�t：年末固定資産純額ないし固定資産純額平均残
高から算出された年平均固定資産純額；

pi�tk：固定資産投資価格指数；
１９８０～１９９０：鄭・紀（１９９３，２８８―３１２）；
１９９１～２００３：『中国統計年鑑』各年版。

【労働】
１９８４～１９９２年：「職工」年平均人数；
１９９３～２００３年：全部従業人員年平均人数。
陳・唐（２００６）は全部従業人員年平均人数と記述し
ているが，注記から陳・李（２００６）と同じ方法が採
られていると判断。

李・盧（２００７） 製造業の構造変動および生
産性上昇との関係。

１９８５～１９９７年：郷以上独立
採算制企業・２７業種パ
ネルデータ；

１９９８～２００３年：全部国有お
よび規模以上非国有鉱
工業企業・２６業種パネ
ルデータ。

【実質化基準年】
１９９０年
【指標】
増加額
１９８５―１９９１年：１９９２年の増加額と
純生産額の比率を利用して，
純生産額を増加額に換算；

１９９２～２００３年：増加額
【実質化指数】
鉱工業部門別鉱工業製品出荷価
格指数

i：業種；t＝０：１９８０年；t＝１，２，…：１９８５年，１９８６年，…。
【資本】Rki�t＝Rki�0＋�t�1t �ki�t／pi�tk（１９９８年を除く）
ki�t：年末固定資産純額ないし固定資産純額平均残
高；

pi�tk：固定資産投資価格指数，同李・朱（２００５）。
ただし，１９９８年（t＝１４）：Rki�14＝Rki�13／ki�13×ki�14
（１９９８年からの統計範囲の変化に対応するため）。

【労働】
１９８５～１９９７年：「職工」年平均人数；
１９９８～２００３年：全部従業人員年平均人数。

表９ 他業種をまたがる中国鉱工業の生産性研究：投入・産出データの加工処理
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研究
論文

分析目的・対象
実質化基準年
・産出（output）

投入
（input）

企業別個票データに対する分析

鄭・張・張
（１９９５）

技術効率，技術変化，ならび
にTFPの変化の測定。

１９８５～１９９２年；
広州，深�，アモイ，上海４
都市；

綿紡績，衣類ならびに家電３
業種３００企業調査データ。

【実質化基準年】
１９８０年
【指標】
総生産額
【実質化指数】
国家統計局城調隊の鉱工業
製品出荷価格指数

i：業種；j：企業；t＝０：１９８５年；t＝１，２，…：１９８６年，１９８７年，…。
【資本】RKj�t＝RKj�0＋�t�1t �Kj�t／pi�tk
Kj�t：年末固定資産取得価値；
pi�tk：所属業種の固定資産投資価格指数；鄭・紀
（１９９３，２８８―３１２）。

【労働】「職工」人数（年末値か平均値かは不明）。
【中間投入】RMj�t＝（Qj�t－NVj�t－Dj�t－MRFj�t）／pi�tM
Qj�t：総生産額；NVj�t：純生産額；Dj�t：減価償却；
MRFj�t：大型修理基金；pi�tM：国家統計局城調隊の
エネルギー，燃料，原材料購入価格調査に基づいて
構築した中間投入価格指数。（詳しい説明なし）。

Zheng, Liu
and Bigsten
（１９９８）

技術効率測定，ならびにイン
センティブ・スキームの効
果。

１９８６～１９９０年；
湖北，四川，広東，淅江，江
西，安徽，河北，遼寧，山
西，甘粛，黒竜江，上海，
広西，福建，および山東の
１５地域；
石炭，衣類，製紙，化学，セ
メント，金属，電器７業種
１７５９社企業調査データ。

【実質化基準年】
実質化しない
【指標】
総生産額

j：企業；t＝１，２，…，５：１９８６年，１９８７年，…，１９９０年。
【資本】生産用資本（鉱工業生産用建築，機械設備）；
kj�tp＝Kj�tp×kj�t／Kj�t
Kj�t：固定資産取得価値；kj�t：固定資産純額；
Kj�tp：生産用固定資産取得価値；kj�tp：生産用固定資
産純額。（年末値か平均値かは不明）

【労働】年末生産用労働者数（工場労働者，技術者，
管理者）。

【中間投入】
国有企業・都市集団所有制企業：原材料，燃料，な
らびにエネルギーの総購入額；

郷鎮企業：原材料・エネルギーの年内在庫減少額と
年内消費額の合計。

鄭・劉・
Bigsten
（２００２）

国有企業の生産性，技術効率
ならびに技術変化の測定，
およびその決定要因の分析。

１９８０～１９９４年；
江蘇，吉林，山西，ならびに
四川の４地域；

１７業種最大５８６社企業調査デ
ータ。なお，分析結果は機
械，紡織，および軽工業，
重工業（上記２業種以外の
業種）のカテゴリーになる。

【実質化基準年】
１９８０年
【指標】
総生産額
【実質化指数】
直接に１９８０年価格総生産額
を利用

【資本】生産用固定資本
『中国統計年鑑』の価格指数を採用（詳しい説明なし）。
【労働】工場労働者，技術労働者，管理人員に分類
（年末値か平均値かは不明）。
【中間投入】
原材料（調査データの価格指数を利用），電力（『中
国統計年鑑』の電力価格指数を利用），石炭・石油
（省略）。

孔・Marks・
万（１９９９）

国有企業の技術効率，技術変
化，ならびにTFPの変化の
測定，および改革措置の
効果の測定。

１９９０～１９９４年；
江蘇，吉林，山西，ならびに
四川の４地域；

建材，化学，紡織，機械４業
種３８４社。

【実質化基準年】
１９９０年
【指標】
純生産額
【実質化指数】
同調査データを利用して算
出された総生産高の価格指
数

j：企業；t＝１，２，…，５：１９９０年，１９９１年，…，１９９４年。
【資本】Rkj�t＝kj�t�1－Dj�t＋�Kj�t／ptk
kj�t�1：１期前の資本純額（定義不明；実質値であ
ろうが，説明なし）

Dj�t：年内の減価償却；�Kj�t：年内の資本ストック（定義不明）の増加額；
pt
k：固定資産投資価格指数
１９９０―１９９２年：Jefferson et al.（１９９６）；
１９９３―１９９４年：『中国統計年鑑１９９７』。

【労働】総労働時間。

�・肖（２００５）
�・肖（２００６a）
�・肖（２００６b）
�・肖（２００７a）
�・肖（２００７b）

大中型企業の技術変化，技術
効率，配分効率，規模の経
済，ならびにTFPの変化の
測定；労働生産性の測定；
費用効率の測定。

１９９５～２００２年；
３７業 種（�・肖２００５；�・肖
２００６a）ないし３８業種（�・
肖２００６b；�・肖２００７a；�
・肖２００７b）大中型企業約
２．１万社。

【実質化基準年】
１９９０年
【指標】
増加額
【実質化指数】
鉱工業部門別鉱工業製品出
荷価格指数をもって２桁業
種の価格指数を構築

i：業種；j：企業；g：重加工業企業；t＝１，２，…：１９９５年，
１９９６年，…。
【資本】Rkj�t＝kj�t／pi�tk
kj�t：固定資産純額年平均余額
pi�tk＝ pt

f�ptb�pi�tind�pth� �
／４；

pt
f：鉄鋼の購入価格指数；
pt
b：建材の購入価格指数；
pi�tind＝�j

Qj�i�t
RQj�i�t SLj�i�t�

j SLj�i�t� �
：各業種の加重価格指数；

pt
h＝
�
g
Qg�t
RQg�t SLg�t�

g SLg�t� �
：重加工業の加重価格指数；

Q：総生産額；RQ：（固定価格ベース）総生産
額；SL：売上高。

【労働】従業人員年平均人数。

（出所）筆者作成。記号，数式についてはなるべく統一した。
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企業分類

誤差率１（１）

（％）
誤差率２（２）

（％）

郷以上
鉱工業企業

郷以上独立
採算制企業

郷以上
鉱工業企業

郷以上独立
採算制企業

現在
価格

１９９０年
価格

現在
価格

１９９０年
価格

現在
価格

１９９０年
価格

現在
価格

１９９０年
価格

全部企業 １７．０ ５．２ １６．９ ５．０ －１４．６ －５．０ －１４．５ －４．８

所有制分類
１ 国有経済
２ 集団所有制経済
３ 私営経済
５ 聯営経済
６ 会社制企業
７ 外国投資経済
８ HKMT投資経済
４＋９ その他

１６．３
２０．５
１０．７
２０．２
１５．７
１３．２
１３．６
１６．１

３．０
８．７
５．０
８．１
２．４
４．６
４．６
３．２

１６．２
２０．３
１０．５
２０．３
１５．８
１３．２
１３．６
１６．５

２．７
８．５
４．８
８．２
２．４
４．６
４．７
２．６

－１４．０
－１７．０
－９．７
－１６．８
－１３．６
－１１．７
－１２．０
－１３．９

－２．９
－８．０
－４．７
－７．５
－２．４
－４．４
－４．４
－３．１

－１３．９
－１６．９
－９．５
－１６．９
－１３．７
－１１．７
－１２．０
－１４．１

－２．７
－７．８
－４．５
－７．６
－２．４
－４．４
－４．４
－２．５

業種分類
０６ 石炭
０７ 石油採掘
０８ 鉄鉱
０９ 非鉄金属鉱
１０ 非金属鉱
１１ その他鉱業
１２ 木材採運
１３ 食品加工
１４ 食品製造
１５ 飲料
１６ 煙草
１７ 紡織
１８ アパレル
１９ 皮革
２０ 木材加工
２１ 家具
２２ 製紙
２３ 印刷
２４ 文教体育
２５ 石油加工
２６ 化学製品
２７ 医薬
２８ 化学繊維
２９ ゴム
３０ プラスチック
３１ 建材
３２ 鉄鋼
３３ 非鉄加工
３４ 金属製品
３５ 一般機械
３６ 専用設備
３７ 輸送機器
３９ 武器
４０ 電器
４１ 電子設備
４２ 計器
４３ その他製造業
４４ 電力
４５ ガス
４６ 水道

１０．５
１５．７
１０．８
９．３
１１．５
n.a.
３．８
１４．６
１３．３
１４．２
１３．２
３２．１
２２．９
１５．５
１４．１
１４．９
１４．７
２３．５
１４．９
１７．６
１４．０
１６．２
１７．１
１７．４
１６．１
１３．７
１９．１
３０．０
１７．６
１６．０
１６．６
１５．２
n.a.
１６．６
１１．３
１２．９
n.a.
１２．８
４．４
８．０

１．５
０．１
２．３
１．９
３．１
n.a.
－０．３
６．２
４．４
１．８
－２．０
１７．７
１４．１
６．９
４．９
５．７
２．７
１２．０
５．３
２．９
２．６
３．７
２．１
２．６
４．１
３．２
４．７
１３．５
６．７
３．４
３．８
２．３
n.a.
３．４
３．１
０．４
n.a.
－０．２
０．５
１．３

１０．５
１５．７
１１．０
９．３
１１．８
n.a.
３．２
１４．４
１３．４
１４．２
１４．６
３０．４
２２．９
１５．３
１４．０
１５．０
１４．６
２３．５
１４．９
１７．６
１４．０
１６．３
１７．１
１７．４
１６．１
１３．６
１９．１
３０．２
１６．８
１６．１
１６．２
１５．３
n.a.
１６．６
１１．３
１２．８
n.a.
１２．８
４．１
８．０

１．５
０．１
２．４
１．９
２．９
n.a.
－０．８
５．７
４．３
１．７
－０．８
１６．７
１４．１
６．８
４．５
５．６
２．６
１１．５
５．５
２．９
２．６
３．６
２．１
２．６
４．１
２．７
４．７
１３．６
５．９
３．３
３．４
２．３
n.a.
３．４
３．１
０．３
n.a.
－０．２
０．９
１．３

－９．５
－１３．６
－９．８
－８．５
－１０．３
n.a.
－３．６
－１２．７
－１１．７
－１２．４
－１１．６
－２４．３
－１８．６
－１３．４
－１２．４
－１２．９
－１２．８
－１９．０
－１２．９
－１４．９
－１２．３
－１４．０
－１４．６
－１４．８
－１３．９
－１２．０
－１６．０
－２３．１
－１５．０
－１３．８
－１４．２
－１３．２
n.a.

－１４．２
－１０．２
－１１．４
n.a.

－１１．３
－４．２
－７．４

－１．５
－０．１
－２．３
－１．９
－３．０
n.a.
０．３
－５．９
－４．２
－１．７
２．１

－１５．１
－１２．４
－６．４
－４．６
－５．４
－２．７
－１０．７
－５．１
－２．８
－２．５
－３．５
－２．０
－２．５
－４．０
－３．１
－４．５
－１１．９
－６．３
－３．３
－３．７
－２．３
n.a.
－３．３
－３．０
－０．４
n.a.
０．２
－０．５
－１．３

－９．５
－１３．６
－９．９
－８．５
－１０．５
n.a.
－３．１
－１２．６
－１１．８
－１２．５
－１２．８
－２３．３
－１８．６
－１３．３
－１２．３
－１３．１
－１２．８
－１９．０
－１３．０
－１５．０
－１２．３
－１４．０
－１４．６
－１４．８
－１３．９
－１２．０
－１６．１
－２３．２
－１４．４
－１３．９
－１３．９
－１３．３
n.a.

－１４．２
－１０．１
－１１．４
n.a.

－１１．４
－３．９
－７．４

－１．４
－０．１
－２．３
－１．９
－２．８
n.a.
０．８
－５．４
－４．１
－１．６
０．８

－１４．３
－１２．４
－６．３
－４．３
－５．３
－２．５
－１０．３
－５．２
－２．８
－２．５
－３．５
－２．１
－２．５
－３．９
－２．７
－４．５
－１２．０
－５．５
－３．２
－３．３
－２．２
n.a.
－３．３
－３．０
－０．３
n.a.
０．２
－０．９
－１．３

（出所）第三次全国工業普査弁公室（１９９７，３０―１９７）より作成。「n.a.」はデータが公表されていないこ
とを示す。業種略称は表３にしたがう。

（注）（１）誤差率１（％）＝（旧規定の総生産額／新規定の総生産額－１）×１００。
（２）誤差率２（％）＝（新規定の総生産額／旧規定の総生産額－１）×１００。

表１０ 鉱工業総生産額の新旧規定比較（１９９５年）
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１９９０年価格ベースでは，紡織，アパレル，印刷，

ならびに非鉄加工を除けば誤差率が１０パーセン

ト以下であり，比較的に小さい。鉱工業の固定

価格総生産額は，基本的に国家統計局が基準年

の実際の価格に基づいて規定した鉱工業製品の

価格を固定価格とし，各企業がこの固定価格を

利用して固定価格ベースの総生産額を計算し，

それを集計することによって算出される［許

２００２；Xu２００４］。新旧基準における総生産額を

比較した場合，固定価格ベースよりも現在価格

ベースで差が大きくなる主な原因は，増値税の

扱い方にある。現在価格ベースで総生産額を計

算する際，既述のように旧基準では増値税込で

あったが，新基準では増値税を含まないように

なったためである。他方，１９９０年価格ベースに

おいては，新基準も旧基準同様，９０年価格が利

用されたうえ，増値税の調整が行われなかった。

つまり，新旧基準双方において，増値税込の１９９０

年価格総生産額が用いられたわけである［王

１９９５］。

したがって，現在価格ベースの総生産額時系

列を作成すると，新基準と旧基準のデータを未

加工のままつぎあわせて利用すれば，大きなデ

ータ不整合の問題を引き起こすことになる。他

方で，１９９０年価格ベースの総生産額の場合，新

基準と旧基準において増値税の扱いが一致して

いるため，データの不整合性が軽微になる。

１９９０年価格ベースでは，新基準の適用によって

ほとんどの業種において総生産額が下方バイア

スをもつが，その規模は旧基準に比べて小さい。

鉱工業総生産額だけではなく，付加価値の概

念も修正された。市場経済へ移行する中，中国

は国民経済の統計体系を物的生産物方式（MPS :

material product system）から国民勘定体系（SNA :

system of national accounts）へ変更した。鉱工業

経済統計についても，鉱工業純生産額（中国語

では「工業浄産値」。NVと記し，「純生産額」と略

す）から増加額（VAと記す）へ統計指標を変更

した。増加額は，純生産額から減価償却を加え

て，銀行をはじめとするサービス部門（「非物

質生産部門」）への支出額を差し引いた額に等し

い［劉１９９０，１３１；倪・曲１９９３，４６８］。

VA＝NV＋D－SR （１）

VA：増加額

NV：純生産額

D：固定資産減価償却

SR：サービス部門への支出

実務的には，固定資産原価償却には会計上の

原価償却のほか，大型修理基金が含まれる（注１８）。

また，サービス部門への支払には銀行への利払

いなどが含まれる［倪・曲１９９３，４６９］。

１９９２年における純生産額と増加額の違いを表

１１に示した。全業種集計では，両者の誤差率は

小さいと言えるが，業種別では，大きい場合が

多い。

表９で示した業種別諸研究において，総生産

額と付加価値の実質化に最も多く利用された価

格指数は，鉱工業１４部門の鉱工業製品出荷価格

指数であった。２００１年までは，２桁業種の鉱工

業製品出荷価格指数が公表されなかった（注１９）。

そのため，鉱工業製品出荷価格指数を利用する

には，各２桁業種を各鉱工業部門に分類しなく

てはならない。

１９７２年業種基準の２桁鉱工業部門とその後の

業種基準の鉱工業２桁業種の対応関係，そして

２００２年と０６年の鉱工業製品出荷価格指数を表１２

に示した。各鉱工業部門に含まれる２桁業種の

産出のデフレーターとして，その鉱工業部門の
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分類 独立採算制企業 国有独立採算制企業

全部企業 －２．９ －６．７

所有制分類
１ 国有経済
２ 集団所有制経済

３～９ その他

－６．７
５．６
４．３

n.a.
n.a.
n.a.

業種分類
０８ 石炭
０９ 石油採掘
１０ 鉄鉱
１１ 非鉄金属鉱
１２ 非金属鉱
１３ 原塩
１４ その他鉱業
１５ 木材採運
１６ 水道

１７／１８ 食品
１９ 飲料
２０ 煙草
２１ 飼料
２２ 紡織
２４ アパレル
２５ 皮革
２６ 木材加工
２７ 家具
２８ 製紙
２９ 印刷
３０ 文教体育
３１ 工芸品
３３ 電力
３４ 石油加工
３５ ガス

３６／３７ 化学製品
３８ 医薬
４０ 化学繊維

４１／４２ ゴム
４３／４４ プラスチック
４５／４６ 建材
４８ 鉄鋼
４９ 非鉄加工

５１／５２ 金属製品
５３／５４／５５ 機械

５６ 輸送機器
５８ 電器

６０／６１ 電子設備
６３ 計器
６６ その他製造業

－２３．２
－２３．４
－１４．８
－１３．９
－５．５
－８．７
０

－２．９
－２５．８
４．４
４．８
２．１
９．２
８．３
８．２
１３．８
２．０
９．６
３．２
－０．８
５．８
７．４

－２９．５
－１５．２
－３１．１
－５．４
９．３

－１２．２
４．８
５．８
－３．３
－１０．６
－３．２
７．６
５．８
４．０
１１．３
８．２
９．４
n.a.

－２７．３
－２３．４
－２０．３
－１６．７
－１２．７
n.a.
n.a.
－２．９
－２６．４
３．６
３．８
２．１
９．７
８．６
n.a.
n.a.
１．０
１２．７
n.a.
n.a.
n.a.
n.a.

－３０．０
－１５．７
－４６．６
－９．７
n.a.

－１３．９
４．９
５．１
－４．６
－１２．１
－６．４
６．３
５．７
１．５
９．７
１１．０
１０．２
n.a.

（出所）国家統計局（１９９３b，４１７―４１８，４２６）より作成。「n.a.」はデー
タが公表されていないことを示す。業種略称は表３にしたがう。

（注）（１）誤差率（％）＝（純生産額－増加額）／増加額×１００。

表１１ 鉱工業増加額と純生産額の誤差率（１）（１９９２年）

（％）
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鉱工業部門 鉱工業２桁業種

部門名
価格指数

略称
価格指数 �・肖（２００５）

２００２年 ２００６年 ２００２年 ２００６年 対応鉱工業部門

０１ 冶金工業 ９７．６ １０３．２５ 鉄鉱
鉄鋼
非鉄金属鉱
非鉄加工

１０１．０
９８．５
１００．８
９５．４

９６．８
９６．０
１２３．４
１２２．５

（全）
０１
（全）
０１

０２ 電力工業 １００．８ １０２．８ 電力 １００．７ １０２．８ ０２

０３ 石炭・コークス工業 １１１．６ １０５．８ 石炭
ガス

１１３．０
１０１．３

１０５．０
１０６．８

０３
（全）

０４ 石油工業 ９５．２ １２０．３ 石油採掘
石油加工

９４．６
９６．４

１２２．０
１１８．０

０４
０４

０５ 化学工業 ９７．６ １００．７ 化学製品
医薬
ゴム
プラスチック

９８．９
９８．３
９７．７
９６．２

１００．４
９８．６
１０４．７
１０１．０

０５
０５
０５
０５

０６／０７機械工業 ９６．２ １００．４ 金属製品
一般機械
専用設備

�
�
�
（機械）

輸送機器
電器
電子設備
計器

９７．６
９８．２
９８．９
９６．８
n.a.
９６．５
９３．１

１０１．０
１００．２
１０１．２
９９．５
１０７．４
９６．６
９９．２

０６／０７
０６／０７
０６／０７
０６／０７
（全）
（全）
（全）

０８ 建設材料工業 ９７．８ １０１．９ 非金属鉱
建材

１００．２
９７．７

１０２．５
１０１．５

（全）
０８

０９ 森林工業 ９８．６ １０２．０ 木材採運（２）

木材加工
家具

n.a.
９６．８
９９．０

n.a.
１０２．３
１００．３

０９
０９
（全）

１０ 食品工業 ９９．６ １００．４ 食品加工
食品製造

�
�
�
（食品）

飲料
煙草
（原塩）

９８．５
９９．０
９９．２
１０３．５
n.a.

１００．１
１０１．１
１００．５
１００．５
n.a.

１０
１０
（全）
（全）
―（３）

１１ 紡織工業 ９４．７ １０２．２ 紡織
化学繊維

９５．２
９３．４

１０２．１
１０１．２

１１
０５

１２ 縫製工業 ９８．７ １０１．２ アパレル ９９．１ １００．９ １２

１３ 皮革製造工業 ９９．３ １０１．１ 皮革 ９９．１ １０１．２ １３

１４ 製紙工業 ９７．９ １００．７ 製紙 ９７．６ １００．７ １４

１５ 文教芸術用品工業 ９７．４ ９９．７ 印刷
文教体育
（工芸品）

９７．０
９７．９
n.a.

９９．８
１０１．４
n.a.

１５
１５
─

１６ その他の工業 n.a. n.a. 水道
（飼料）
その他製造業

１０６．２
n.a.
n.a.

１０６．４
n.a.
n.a.

（全）
─
１５

（全） 全鉱工業部門 ９７．８ １０３．０ 全鉱工業業種 ９７．８ １０３．０ ─

表１２ 鉱工業部門・鉱工業２桁業種およびその価格指数の比較（１）

（出所）「鉱工業部門分類目録（１９７２年試行本）」，「国民経済業種分類およびコード」国家標準（GB/T4754−84），「国
民経済業種分類およびコード」国家標準（GB/T4754−94）ならびに「国民経済業種分類」国家標準（GB/T
4754−2002），国家統計局（２００６，３３５），国家統計局（２００７，３３０，３３３）より作成。業種略称は表３にしたがう。

（注）（１）鉱工業部門（１９７２年業種基準の２桁業種）に照り合わせる形で鉱工業業種（鉱工業業種基準の２桁業種）
におけるの主な対応関係を粗略に示している。業種略称欄のカッコは１９８４年業種基準のみに対応すること
を示す。「n.a.」は鉱工業製品出荷価格指数が公表されていないことを示す。

（２）２００２年業種基準においては，木材採運が鉱工業から移出された。
（３）「―」は�・肖（２００５）の分析期間において２桁業種として存在しないため，価格指数が示されていないこ
とを表す。
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鉱工業製品出荷価格指数を利用することが考え

られる。しかし，鉱工業部門分類はかなり粗い

ため，各部門に属する鉱工業２桁業種の間では

鉱工業製品出荷価格指数のばらつきが，部門に

よってかなり大きい。

そのため，先行研究では，鉱工業部門に限る

ことなく，２桁業種の特徴に基づいて１４部門の

製品出荷価格指数を利用したと思われる。たと

えば，�・肖（２００５）の附録（注２０）から，化学繊

維には化学工業の製品出荷価格指数，鉄鉱，非

鉄金属鉱，ガス，水道，電器，電子設備，計器，

非金属鉱，家具，飲料，煙草には全鉱工業の製

品出荷価格指数が利用されたことが推測される。

しかし，このような分類も，現状とかけ離れて

いることが表１２からわかる（注２１）。

さらに，付加価値を実質化する場合，付加価

値に総生産額の価格指数を利用できるかどうか

の問題が加わる。陳・李（２００６；２００７），陳・唐

（２００６），李・盧（２００７），�・肖（２００５；２００６a；

２００６b；２００７a；２００７b）は，いずれも付加価値の

実質化に１４鉱工業部門の鉱工業製品出荷価格指

数を用いた。これは中国のGDP統計に基本的

に一致している。つまり，鉱工業の実質付加価

値の計算としては，まず現在価格の付加価値を

算出し，原材料価格変動を参考にして調整しつ

つ，基本的に総生産額の価格指数を用いる，い

わゆる「シングル・デフレーション」によって

実質化する方法が採用されている［許２００２；Xu

２００４］。しかし，この計算方法は，総生産額の

価格指数が中間投入の価格指数を下回った場合，

実質付加価値を過小評価し，逆の場合には，同

値を過大評価することになる［趙２００５］。特に

業種別に鉱工業企業を分析する場合，各業種に

おける総生産額と中間投入の価格指数のギャッ

プが大きく異なり，一律に総生産額の価格指数

をもって付加価値を実質化することには，慎重

にならざるを得ない。

もっとも，OECD（２００１a，１８）は技術的難点

を指摘しつつも，業種別の技術変化（technical

change）の計測には，総生産額に基づくKLEMS

−MFP（capital−labour−energy−material multifactor

productivity）が最も適切であり，付加価値を産

出指標としたcapital−labour MFPは，産業・企

業レベルの技術シフトを示す適切な指標とは言

えないと主張している。他方，単要素生産性指

標（single factor productivity measures）を採用す

る場合には，産出指標として付加価値を採用す

ることを薦めている。

２．資本

鉱工業企業分析にとって，資本は最も重要な

指標のひとつである。中国の業種別研究におい

ても，資本ストックの計測は最も丁寧に扱われ

ている。

産出指標と同様に，いずれの指標をもって資

本を表すのか，そしてどのように資本を実質化

するのか，という問題が生じる。業種別研究の

殆どは，固定資産を加工して資本ストックとし

て利用している（注２２）。

統計上，固定資産について固定資産取得価値

（「固定資産原値」，Kと記す）と固定資産純額（「固

定資産浄値」，kと記す）が公表されている。固

定資産取得価値と固定資産純額の関係は，次の

式に表される。

kt＝Kt－CDt （２）

kt：固定資産純額

Kt：固定資産取得価値

CDt : t年までの累積減価償却

実際に，固定資産取得価値を利用する研究［鄭
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・張・張１９９５］，あるいは固定資産取得価値増

分を積み重ねて資本として利用する研究［孔・

Marks・万１９９９］は少ない。むしろ，固定資産

の磨耗（wear and tear）を考慮し，減価償却を

除去した固定資産純額［�・肖２００５；２００６a；

２００６b；２００７a；２００７b］，あるいはその増分を積

み重ねて資本として利用する研究［李・朱

２００５；朱・李２００５；陳・唐２００６；陳・李２００６；

２００７；李・盧２００７］のほうが多いようである（表

９）。

ところが，会
�

計
�

上
�

の
�

減価償却が固定資産の磨

耗を意味するか否か，固定資産純額の増分が固

定資産の増分に等しいか否かについては，疑問

が残っている（注２３）。Holz（２００６）は企業会計の

概念から出発し，（１）総固定資本形成（GFCF :

gross fixed capital formation）は投資に等しくな

い，（２）投資は投資活動において新たに創出さ

れた固定資産の価値に等しくない，（３）減価償

却は会計上の概念であり，固定資産の生産能力

とは無関係である，（４）公表された固定資産デ

ータの中には１９９０年代半ばにおいて実施された

資産再評価が組み入れられている（注２４），（５）固

定資産純額をもって固定資産が生産に与えた寄

与を測定することができないと論じながら，既

存研究における中国の資本測定の問題点を鋭く

指摘している。これらの指摘は次の式をもって

示すことができる。

It＝Kt－Kt�1＋SCt－RVt （３）

It：投資活動を通じて新たに増加した固定

資産価値（名目値）

SCt：廃棄された固定資産の価値（scrap

value：スクラップ・バリュー）

RVt：固定資産評価増（revaluation：資産再

評価による固定資産増額）

Holz（２００６）は，減価償却（D）は会計上の

指標であり，固定資産の退役（decommission），

ないし生産効率の低下を意味しないので，固定

資産純額は適切な固定資産指標にはならない，

と主張している。そして，累積減価償却，減価

償却，スクラップ・バリューと固定資産評価増

の間の関係を次の式に表した。

CDt＝CDt�1＋Dt－SCt＋	×RVt （４）

Dt：減価償却；	：固定資産評価増に対する減価償却比率。
また，Holz（２００６）は，上記式（２），式（３），

および式（４）を整理して，式（５）を導出した。

kt＝kt�1＋It－Dt＋（１－	）×RVt （５）

つまり，

It＝kt－kt�1＋Dt－（１－	）×RVt （５’）

したがって，固定資産純額の増加額をもって

固定資産投資を測ることは，正確ではない。減

価償却ならびに固定資産評価増が投資額に影響

を与えているのである。

ところで，OECD（２００１a；２００１b）はPIM（per-

petual inventory method，恒久棚卸法）を採用し

て資本ストックを測定し，そのうえで資本サー

ビス（capital services）を利用して生産性を計測

することを薦めている。PIMに基づいて資本を

測定するには，まず，測定基準時点（initial bench-

mark），総固定資本形成および資産価格指数，

固定資本の平均使用期間（service life），ならび

に死亡率関数（mortality function）を用いて固定

価格の粗資本ストックを測定する。その上で，

測定した粗資本ストック，それに（１）減価償却

関数（depreciation function）（注２５），ないし（２）資

本の経齢・効率性プロファイル（age−efficiency

profile）ならびに将来の収入を現時点に換算す

るための割引率（discount rate）を用いて，固定
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価格の純資本ストック（net capital stock）を測

定する［OECD２００１b］。

現に，EU参加国の産業別生産性を計測する

EU KLEMSプロジェクトにおいては，PIMの手

法で部門別・資産別資本ストックの推計・更新

がなされている［Timmer et al.２００７］。また，日

本では，JIPデータベース（Japan Industrial Produc-

tivity Database）が構築・更新されている。推計

方法としては，まず５年ごとの『固定資本マト

リックス』を中心とした統計を用いて部門別投

資系列ならびに資産別投資系列を作成し，RAS

法によって部門別・資産別投資系列を作成する。

そして，PIMを利用してベンチマーク（１９７０年）

資本ストックを作成し，既に作成した部門別・

資産別投資系列を用いてPIMにより部門別・資

産別純資本ストックを作成する［深尾・宮川

２００８，６７―７７］。

中国も２００２年公表の「国民経済核算体系

（２００２）」において，PIMに基づく固定資本ス

トック測定の強化を求めている。しかし，中国

においては，統計資料不足のため，厳密にPIM

に沿って資本を測定する既存の研究は極めて少

ない（注２６）。鉱工業業種別生産性分析について，

厳密にPIMを採用した研究はまだ存在しない。

PIMに基づく鉱工業業種別資本の測定につい

ての先駆的な研究としては，黄・任・劉（２００２）

が挙げられる。同研究はPIMに基づいて１９７８年

から１９９５年までの国有企業の固定資本ストック

を測定した。また，公表統計データの制限，な

らびに固定資本の平均使用期間や資本の使用年

数・効率プロファイルなどに関する先行研究の

欠如のため，PIMの厳格な適用は困難であると

指摘し，集計データの制約を克服するために，

多数の単純化仮定を設定した（注２７）。

もうひとつ資本の測定に関する問題は実質化

の困難さである。実質化について，�・肖

（２００５；２００６a；２００６b；２００７a；２００７b）は鉄鋼の

購入価格指数，建材の購入価格指数，各業種の

加重価格指数ならびに重加工業の加重価格指数

の単純平均を資本デフレーターとして，固定資

産純額の実質化に利用している。ところが，固

定資産純額においては，現在価格（current price）

ではなく，購入当初の歴史価格（historical price）

に基づく固定資産取得価値が，その計算の基礎

とされている。各年末時点の固定資産は，それ

以前の複数年次にわたって購入されるが，固定

資産純額をその年の資産価格指数でもって実質

化することは，適切ではない。

また，李・朱（２００５），朱・李（２００５）ならび

に李・盧（２００７）は，固定資産投資額に占める

建築設置と設備の比率をウェイトとし，建築設

置価格指数と設備価格指数の加重平均を固定資

産純額の増分のデフレーターに用いた。なお，

建築設置価格指数には建築業総生産額のデフレ

ーター，設備価格指数には各部門の鉱工業製品

出荷価格指数が利用されている。陳・李（２００６；

２００７）ならびに陳・唐（２００６）は公表されてい

る固定資本投資価格指数（１９９１年以降）と鄭・

紀（１９９３）の推定値（１９８０～１９９０年）を用いて，

固定資産純額の増分を実質化した。このように，

資本の実質化のために様々な価格指数が構築・

利用されているが，その合理性を慎重に検討す

る必要がある。

３．労働

集計データ分析の場合，「職工」（staff and work-

ers）・従業人員（employed persons）が利用され

ている。企業調査個表データ分析の場合，さら

に労働を生産目的に限定したり，職を分類した

������������������������������� 研究ノート ������

51



り，労働時間をもって測定したりする研究も少

数ながら見受けられる［Zheng, Liu and Bigsten

１９９８；鄭・劉・Bigsten ２００２；孔・Marks・万

１９９９］。

中国の鉱工業業種別の労働測定については，

まず，労働者数データの不整合の問題が存在す

る。公表された労働者数は「職工」と従業人員

の２種類がある。定義によれば，従業人員は「職

工」のほか，再就職の離職・退職人員，私営企

業主，個人経営者，私営企業・個人経営の従業

人員，郷鎮企業従業人員，農村従業人員，なら

びに民弁学校の教師，宗教職業者，現役軍人な

どその他従業人員も含む［国家統計局１９９９，

１７７］。したがって，従業人員のほうは「職工」

より統計範囲が広く，労働の測定にとってより

適切であろう。

「職工」と従業人員の統計はともに公表され

ている。しかし，財務データが比較的詳細に公

表されている郷以上独立採算制鉱工業企業ない

し全部国有および規模以上非国有鉱工業企業に

ついては，１９９９年以降，従業人員統計が「職工」

統計に取って代わって２桁業種レベルで公表さ

れている（注２８）。

また，１９９３年以降，中国は大規模な労働者の

一時帰休（「下崗」）をはじめ，その規模は９６年

からさらに拡大した［Jefferson et al.２０００；謝ほ

か２００１］。しかし，１９９８年に初めて労働統計か

ら一時帰休した労働者が除外されるようになっ

た［国家統計局１９９９，１４０］。つまり，１９９３年か

ら９７年まで，とりわけ９６年ならびに９７年の労働

者数の統計データは，過大評価されていること

になる（注２９）。

ところで，OECD（２００１a）は労働投入に労働

時間（hours worked）の採用を薦めている。そ

れにしたがうと，中国の業種別労働を計測する

場合には，労働者数を労働時間に計算し直すこ

とが必要となる。１９９０年代半ばには，週労働時

間が大幅に短縮された。すなわち，１９９４年３月

１日には，６日・４８時間から５．５日・４４時間に

短縮され，さらには９５年５月１日より週５日・

４０時間に再度短縮された［Jefferson et al.２０００；

謝ほか２００１］。

OECD（２００１a）はさらに労働の質・属性の相

違について，職場，年齢，健康状態，教育水準，

ならびに労働経歴の測定を提案している。業種

間の労働報酬の差が労働者の技能（skill）の差

に起因するのであれば，労働報酬加重の労働時

間集計は労働者の質を一部反映している，と主

張している。中国鉱工業企業公表統計データに

おいては，データの制約上，業種別に労働の質

・属性を直接的に計測することは不可能である。

業種別の労働報酬や企業調査個表データの利用

がこの問題の対応策になるであろう。

４．中間投入

OECD（２００１a）が生産性指標として薦めてい

るKLEMS−MFPを測定するためには，産出指

標に総生産額を，投入指標に資本ストック，労

働のほか，中間投入（intermediate input）を導

入する必要がある。

中間投入のデータソースとしては，投入産出

表（input−output table）が理想的だとされてい

る（OECD２００１a，７７―７８）。しかし，利用上幾つ

かの制約も存在する。たとえば，投入産出表の

発表がかなり遅れる。また，中国の場合，投入

産出表は１９８７年より２と７で終わる年において

のみ編成され，０と５で終わる年において簡単

な延長表が編成されるにとどまり，投入産出表

が断続している（注３０）。さらに，比較的詳細に公
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表されている鉱工業企業財務データは，郷以上

独立採算制企業ないし全部国有および規模以上

非国有企業に限られ，投入産出表とは集計範囲

が異なる。

そのため，下記の中間投入定義式が測定に利

用されている。

M＝O－VA

＝O－NV－D＋SR
Q－NV－D＋SR
Q－VA （６）

M：中間投入

O：総産出

VA：増加額

Q：総生産額

NV：純生産額

D：減価償却

SR：サービス部門への支出

総生産額と総産出は近似概念ではあるが（注３１），

幾つかの相違が存在する。たとえば，「來料加

工」の場合，発注者の持ち込み原材料は総産出

には含まれない。また，半製品・仕掛品は生産

期間の長短に関わらず，特に金額が小さい場合

を除けば，期末と期首の価額の差額が総産出に

算入される［�１９９７：１１７―１１８］。しかし，既述

のように，１９９５年鉱工業センサスの際，「來料

加工」ならびに半製品・仕掛品について，総生

産額の概念が修正された。総生産額概念の修正

により，上記の両概念の相違は縮小した。した

がって，１９９５年以降，そのギャップが比較的小

さくなったと考えられる。

中間投入の測定については，鉱工業企業集計

データを利用しながら，総生産額から純生産

額（注３２）と減価償却を差し引く方法を用いた李・

朱（２００５）と朱・李（２００５）の研究がある。他

方，鄭・張・張（１９９５）はサンプル企業のデー

タを利用して，総生産額と純生産額，減価償却

（大型修理基金を含む）の差額を各業種の中間

投入として測定している。上記の研究において，

式（６）に比べれば，サービス部門への支出（SR）

が捨象されていることがわかる。また，隣接年

次の累積減価償却の差額が減価償却とされたが，

式（４）が示しているように，スクラップ・バリ

ューと資産再評価が存在するため，累積減価償

却の増分は減価償却と異なる。

李・朱（２００５）と朱・李（２００５）は，業種iの

製品１単位の生産に投下される業種rが生産し

た中間財の価額，いわゆる投入係数をウェイト

とし，各業種の鉱工業製品出荷価格指数の加重

平均を中間投入のデフレーターとして算出した。

具体的には，投入係数には１９９６年までは９２年，

９７年以降は９７年の投入産出表を利用し，各業種

の出荷価格指数にはやはり部門別鉱工業製品出

荷価格指数を利用した。これは暗黙のうちに各

業種の１９８６年から９６年の間，ならびに９７年から

２００２年の間に，それぞれの中間投入構造を固定

したことを意味する。また，李・朱（２００５）と

朱・李（２００５）は，�・肖（２００５）が総生産額

の実質化に用いた手法と同様に，２桁鉱工業業

種を鉱工業部門に振り分け，部門別鉱工業製品

出荷価格指数を業種別鉱工業製品出荷価格指数

として利用した。既述のように，鉱工業部門と

鉱工業２桁業種の価格指数は大きく異なってい

る（注３３）。なお，鄭・張・張（１９９５）は中間投入

の価格指数を独自に計算したとしているが，デ

ータに関する詳細な説明が省略されている。

このように，中間投入の測定については，と

りわけサービス部門への支出，大型修理基金，

ならびに中間投入デフレーターの測定が課題に
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なっている。中間投入の測定が困難であるため，

業種別研究においては，産出指標に付加価値を

用いて中間投入の測定を回避するものが圧倒的

多い（表９）。

お わ り に

本稿は主に１９８０年代以降の中国鉱工業統計に

おける所有制分類，業種分類，集計範囲，およ

び業種別研究に利用されている各統計指標なら

びにその実質化の問題を論じた。主な結論を次

のようにまとめた。

（１）１９９９年以降，国有支配企業の業種別集計

データは公表されているが，９１年までは郷以上

の純国有企業，９２年から９７年までの間は国有聯

営企業を除外した純国有企業の業種別集計財務

データが公表された。１９９０年代半ばから純国有

企業と国有支配企業の違いが大きくなっている。

（２）１９８４年に業種分類は「国家標準」として

定められ，その後，２度の改定が行われた。鉱

工業企業集計財務データは２桁業種レベルまで

公表されているが，業種分類基準の変更によっ

て，多くの２桁業種において連続性が保たれて

いない。

（３）業種別分析にとって，郷以上独立採算制

鉱工業企業と全部国有および規模以上非国有鉱

工業企業は，全部鉱工業企業より詳しい集計財

務データが利用できるため，重要である。とこ

ろが，１９９８年，全部国有および規模以上非国有

鉱工業企業への移行はデータの信憑性を高めた

一方，所有制別に企業の調査範囲が大幅に調整

された。つまり，すべての国有企業は集計範囲

に含まれるようになったが，集団所有制企業は

大幅に調査対象から除外された。そのため，所

有制の比較分析の場合，国有企業概念の変化の

みならず，企業統計制度改革がもたらした調査

対象企業の変化にも注意を払う必要がある。

（４―１）多くの企業財務指標の概念に修正が加

えられた。１９９５年鉱工業企業センサスに合わせ

て，鉱工業総生産額の概念が修正された。この

センサスの結果によれば，現在価格ベースでは，

新旧基準の相違がかなり大きい。しかし，１９９０

年価格ベースでは，一部の業種を除いてその違

いが小さい。とりわけ現在価格ベースの総生産

額をつぎあわせて利用する際，留意する必要が

ある。

また，１９９２年，付加価値概念も純生産額から

増加額へと修正された。１９９２年の鉱工業企業デ

ータをもって比較した結果，多くの業種におい

て両者の違いがかなり大きい。

公表統計資料のデータ制約のため，２桁業種

の総生産額デフレーターに鉱工業１４部門の出荷

価格指数がよく利用されている。しかし，近年

公表された２桁業種の出荷価格指数と比べると，

一部の業種において，両価格指数が大きくかけ

離れているケースがみられる。鉱工業部門出荷

価格指数の利用は慎重でなければならない。

（４―２）固定資産純額を加工して資本ストック

として利用する研究は多いが，Holz（２００６）が

指摘したように，減価償却と固定資産再評価が

存在するため，大きな概念上の問題が内在して

いる。近年PIMに基づいて業種別に資本を測定

する研究も現われてきたが，やはり鉱工業統計

の現状に大きく制約されている。また，資本デ

フレーターも未だ整備されていない。

（４―３）鉱工業の業種別労働統計について

は，１９９９年以降，公表データは「職工」からよ

り広い概念の従業人員に変わった。また，１９９０
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年代半ばから一時帰休者が急増したが，労働統

計から一時帰休者を除外し始めたのは９８年以降

のことである。さらに，１９９０年代半ば，週労働

時間の短縮も実施された。このように鉱工業の

労働統計に不整合性が存在している。

（４―４）総生産額から増加額を差し引いたもの

は，中間投入の近似値として利用できる。しか

し，１９９１年以前の付加価値概念は純生産額であ

り，業種別に純生産額と増加額の相違のばらつ

きが大きい。サービス部門への支出，それに減

価償却計算のための統計データが整備されてい

ないため，厳格に純生産額を増加額に換算する

ことは難しい。中間投入の実質化には投入産出

表が利用されているが，投入産出表の利用制約

の大きさが問題である。

このように，鉱工業の業種別・所有制別分析

を１９８０年代以降に限定して行ったとしても，統

計制度の変化による統計概念の非連続性，なら

びに公表データの制約が大きい。多くの研究者

が業種別研究において貴重な努力を重ねてきた。

そこでは，統計資料の制約を突破するために，

データの加工利用について，単純化仮定が明示

的にないし暗黙的に多用されている。しかし，

本稿が示したように，一部のデータ加工手法に

ついては慎重に再考すべきである。本稿は鉱工

業統計指標の概念を明示し，鉱工業統計データ

の問題を分析したが，その対策についてはほと

んど議論しなかった。また，鉱工業統計データ

の所在についても，本格的な整理作業を行わな

かった。鉱工業統計データの加工方法を模索し，

１９８０年代以降の業種別・所有制別鉱工業データ

セットを構築することを今後の課題にしたい。

（注１） 純国有企業と国有資本多数支配企業を含

む。具体的な定義は第１節を参照されたい。なお，

国務院第一次全国経済普査領導小組弁公室（２００６）

によれば，国有企業のデータは「規模以上」の国有

支配企業に限定されているが，国家統計局（２００６，

５２０，５２６）と照合したところ，上記のデータはすべ

ての国有支配企業を含めていると判断した。

（注２） WFHJはChen et al.（１９８８）ならびにJeffer-

son, Rawski and Zheng（１９９２）の研究において，非

生産用の資本と労働力の除去が過剰になされたこと，

中間投入のデフレーターが過大評価されたことを指

摘した［Woo et al.１９９３；胡・海・金１９９４］。また，３００

の企業の１９８４年から８８年までのデータを用いて分析

し，国有企業のTFP上昇率が最大でもゼロであると

結論付けた。その後，JRZがデータ処理手法に関して

反論 し［謝・羅・鄭１９９４；１９９５；鄭１９９６］，WFHJ

もJRZに対して反論した［Woo et al.１９９４］。

（注３） 中国のマクロ経済統計制度についてXu

（２００４），Holz（２００４b），日立総合計画研究所（２００５），

黒田・高橋（２００６）を参照されたい。

（注４） 国家統計局統計設計管理司（１９９９）は計

算例を示しているが，その内，表３には計算ミスが

あり，注意されたい。また，Holz and Lin（２００１a）

は統計資料からの推測ならびに中国統計局とのコミ

ュニケーションに基づいて国家資本の二重計上問題

の存在を指摘した。

（注５）１９８２年，第三次全国人口センサスのため，

国家統計局と国家標準局が共同して「国民経済業種

分類標準」を制定した。国連の国際標準産業分類ISIC

/Rev.2を参考にして，初めて３桁業種コードを規定

した。これを修正して，１９８４年に業種基準［GB４７５４

―８４］が発布された［方２００２］。

（注６） 本稿は２桁業種を表３の業種略称にした

がって記述している。

（注７） 国家統計局工業交通統計司（１９８９，３８０―

３９８）は４桁業種レベルにおける１９８４年業種基準と

１９７２年業種基準の照合表を示している。

（注８） 国家統計局工交司（２０００，３０３―３３７）は４

桁業種レベルにおける１９９４年業種基準と１９８４年業種

基準の照合表を示している。

（注９）１９５０年の全国国営・公私合営および生産

合作社の鉱工業企業３０００社以上に対するセンサスは，
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「第１次鉱工業センサス」と呼ばれている［工業交

通統計司２００２］。しかし，調査企業数，私営企業と

手工業の鉱工業センサスが１９５４年まで遅れたことを

考えると，これはセンサスとは言えない［松田１９８７，

１２３］。

（注１０） これからは西暦の末尾が３と８の年に経

済センサスが実施される。

（注１１） 鉱工業の行政的管理部門が管轄下企業を

管理するために作成した業種別統計表制度もあった

が，管理部門の撤廃ならびに同業協会化・持ち株会

社化・企業集団化によって，同制度は弱体化し，廃

止された［董２００３］。

（注１２） 従来実施されていた四半期別報告制度は

撤廃された［董２００３］。

（注１３） 松田（１９８７，１１３―１２１）は建国後の中国鉱

工業統計における「定期報告制」の変化を解説して

いる。

（注１４） 国家統計局の「中国経済センサス」ホー

ムページ（http : //www.stats.gov.cn/zgjjpc/pcfa/）に

おいて，全部国有鉱工業企業および規模以上非国有

鉱工業企業は「規模以上鉱工業企業」と規定されて

いる。この用語は国務院第一次全国経済普査領導小

組弁公室（２００６），国家統計局工業交通統計司（２００６；

２００７）において使われている。誤解を与えないため

に，本稿は国家統計局（２００７）と同様に，「全部国有

および規模以上非国有鉱工業企業」を用いる。

（注１５）１９９３年「統計年報」の作成までは，非独

立採算制鉱工業生産単位，その後，非鉱工業企業付

属鉱工業生産活動単位と呼ばれている［国家統計局

１９９３a，２］。

（注１６）１９９４年版の『中国統計年鑑』より，「統計

指標解釈」に挙げられた項目が「独立採算制鉱工業

企業」から「独立採算制法人鉱工業企業」に変わっ

た。企業の法人格が強調されているが，各年鑑の集

計表において「独立採算制法人鉱工業企業」ではな

く，「独立採算制鉱工業企業」の名称が引き続き利用

されている。

（注１７） また，１９９５年鉱工業センサス実施によっ

て，集団所有制企業をはじめとする非国有企業の総

生産額が過大に報告されたことが明らかになった。

その後，過年度統計データに対する調整が行われた。

ところが，国有経済は全く調整されていない。それ

以外のタイプの鉱工業企業に対しても単純に特定の

修正比率が適用されたようである［Holz and Lin

２００１b］。

（注１８） なお，実際に増加額の計算に際して，少

なくとも１９９０年代前半，大型修理基金が捨象されて

いた可能性がある［国家統計局１９９３a，３９］。

（注１９） 最近になって，国家統計局はホームペー

ジ（http : //www.stats.gov.cn）で，１９８６年 か ら２００２

年までの１９８４年業種基準２桁業種の鉱工業製品出荷

価格指数を公表した。

（注２０） 附録は�・肖（２００５）の一部ではあるが，

公表されていない。附録の指数と１４鉱工業部門の鉱

工業製品出荷価格指数に基づく筆者の計算を照らし

合わせて，鉱工業部門製品出荷価格指数の利用方法

を推測した。

（注２１） 企業個表データ分析の場合，個表データ

に含まれている現在価格総生産額と固定価格総生産

額を利用して総生産額のデフレーターを計算するこ

とができる［孔・Marks・万１９９９］。ところが，固定

価格総生産額の信憑性が問題視されている［�・肖

２００５］。

（注２２）１９９２年，「企業会計準則―基本準則」，「企

業財務通則」，１３の産業別会計制度，ならびに１０の産

業別財務制度が発布され，１９９３年７月より実施され

た。資本については勘定科目の変化が大きいが，固

定資産データの時系列を構築することが可能である

［Holz and Lin２００１a］。しかし，２０００年以降の会計

制度の影響は大きい。「企業会計制度」（２０００年１２月

発布），改正された「企業会計準則」と３８の具体準則

（２００６年２月発布）において資産の概念が修正され，

会計測定において時価主義が認められた。なお，２０００

年公布の企業会計制度については実施の遅れや実施

内容の不備が報告されている［呉・趙・顧２００３；南

京大学会計系課題組２００４］。

（注２３） もっとも，企業会計制度と新企業会計準

則は従来，政府によって規定されていた固定資本の

減価償却方法の裁量権を企業に委譲した。減価償却

と固定資産の廃棄の関係はさらに曖昧になった。

（注２４） 資産再評価は１９９２年に試行され，９３年か

らすべての国有企業において漸次に実施され，９５年
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から農村の集団所有制企業，９６年から都市の集団所

有制企業において実施が始まった［Holz２００６］。

（注２５） ここでの減価償却は会計上の概念ではな

く，使用中の資産の物理的劣化などによる価値の低

下を意味する［OECD２００１a；２００１b］。なお，２冊

のOECDマニュアルの間においても，減価償却につ

いて若干概念の相違がみられる。

（注２６） 任・劉（１９９７），黄・任・劉（２００２），孫

・任（２００５），肖・赫（２００５）は取り上げられる数少

ない先駆的な研究である。

（注２７） 江崎・孫（１９９８）は成長会計の枠組みに

基づき，ベンチマークの資本ストックとTFPを同時

に推計する方法を開発して，中国の地域経済の分析

に応用した。しかし，王・斉・江崎（２００２）によれ

ば，この方法は産業別分析において必ずしも安定し

た結果が得られないという。また，橋口・陳 （２００６）

は，データによっては江崎・孫（１９９８）の手法がも

たらす誤差が大きいと指摘し，独自の資本ストック

推計方法を提案した。

（注２８） 「城鎮単位」ベースであれば，２００４年版

以降の『中国労働統計年鑑』において鉱工業２桁業

種レベルの「職工」と従業人員統計が公表されてい

る。ただし，私営企業は除外されている。

（注２９）１９９８年，労働統計年報制度において「不

在崗」（Not−on−post）が「下崗」（Laid−off）に取っ

て代わった［金・山１９９８］。「下崗」では企業経営不

振が一時帰休の原因とされているが，「不在崗」では

一時帰休の原因を特定していない［国家統計局人口

和社会科技統計司・労働和社会保障部規劃財務司

１９９８，６０５；１９９９，６９９］。

（注３０） それ以前，１９７３年は物量表示の投入産出

表，１９８１年はMPS式投入産出表，１９８３年は延長表も

編成されている。

（注３１） 両者を同一視する教科書もある［倪・曲

１９９３，４６８］。

（注３２） 両論文は付加価値に純生産額が利用され

ていると説明している。しかし，１９９２年を最後に鉱

工業企業の純生産額の計算と公表が廃止された［国

家統計局１９９３a，４３］。なお，共著者のひとりが別の

論文において，１９９３年以降，増加額で純生産額を代

用したと説明している［陳・李２００６］。

（注３３） Dietzenbacher and Hoen（１９９８）はRAS手

法を用いた実質中間投入の推定方法を示している。

推定にあたって，実質ベースのセクター別総生産額，

最終需要，輸入，付加価値ないしそれらのセクター

合計額の一部が必要である。しかし，中国において，

推定に必要なデータを揃えることは困難である。も

っとも，既述のように，中国では実質付加価値は総

生産額の価格指数によるシングル・デフレーション

で算出されており，RAS手法の実質中間投入の推定

に利用できない。
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